
 

 
45

 

 

 

 

Ⅱ 実 施 編 



 46

 



 47

Ⅱ 実 施 編 

 

第一 実施編の位置付け等 －当面５年間の具体的取組を中心に－ 

 

１ 実施編の位置付け 

この「実施編」は、地域社会が元気になる仕組みづくりとそのための施策・

事業の再構築の取組を示すもので、不断の事務事業の点検・精査をもとに、

本市全体の枠組みの抜本的な再構築をめざして、理念編で示した 

ⅰ）大都市大阪の地域力の復興と公共の再編 

ⅱ）区役所・市役所力の強化 

ⅲ）持続可能な大阪市を支える行財政基盤の構築 

の３つの指針の実現に向けて、平成 23 年度からおおむね５年間の主な具体

的取組を中心に取りまとめています。 

ただし、この「新・基本方針」でめざす姿は、市民、地域団体、その他の

市民活動団体、企業などの自立的・主体的な活動と多様な協働によって実現

できるものであり、期限にとらわれることなく時間をかけて着実に取り組む

ことも必要であり、そうした中長期的観点からの記述も含んでいます。 

なお、「新・基本方針」は、「Ver. 1.0」としています。今後、検討を通じ

て明らかとなる取組の具体化、社会経済状況の変化に対応して必要となる新

たな取組等を柔軟に盛り込んでいくため、適宜、改定し、バージョンアップ

を行います。 

また、今回お示しする「素案」は、「新・基本方針 」のたたき台であり、

今後幅広いご意見をいただきながらさらに検討を重ね、本年度中の策定につ

なげていきます。 

 

２ 実施編の内容 

「１ 大都市大阪の地域力の復興と公共の再編」では、地域が自律的な地

域運営を行う仕組みや支援方策の再構築などの具体的取組について取りまと

めています。 

「２ 区役所・市役所力の強化」では、「１ 大都市大阪の地域力の復興と

公共の再編」でめざす地域力の復興を支える観点からの区役所・市役所の体

制や職員づくり、良きガバナンスの実現などの具体的な取組について取りま

とめています。 

「３ 持続可能な大阪市を支える行財政基盤の構築」では、主に本市の歳

入・歳出に関わる観点から、施策・事業の再構築の前提となる事務事業の点
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検・精査の取組成果と、施策・事業の再構築に向けた課題等について取りま

とめています。 

 

３ 施策・事業の再構築の取組 

(1) 取組の視点 

 施策・事業の再構築は、単なる経費の削減といった視点ではなく、大き

く変容しつつある社会経済環境のもとで、地域力の復興、公共の再編、地域

主権の確立の視点、すなわち、 

ⅰ）地域力の復興につながる施策・事業かどうか 

ⅱ）行政の担うべきセーフティーネット、市民生活の基盤づくりにとっ

て必要な施策・事業かどうか 

ⅲ）本市が担う広域的役割としての大都市大阪の活力・貢献に必要な施

策・事業かどうか 

などの視点から、個々の施策・事業について課題を整理し、非常に厳しい

財政状況においても重点的に取り組んでいく事業、一方で廃止や縮小する事

業、先送りする事業等を、それぞれ適切に見極めながら、幅広い政策論議を

通じて、施策・事業の選択と集中、具体的な転換の方向などを明らかにする

ものです。 

その前提として、事務事業について、社会経済環境や社会的ニーズへの適

合、国・他都市等の水準等との客観的な比較などの観点から、不断に、点検・

精査を行います。 

 

(2) 施策・事業の再構築の視点 

ア 地域力の復興の視点 

地域力を復興するためには、地域のことは地域の担い手が決めるとい

う地域主権を確立し、市民とともに大阪市の社会経済の元気を取り戻す

取組を進める必要があります。 

大阪市市政改革検討委員会の市民協働検討部会（タスクフォース）で

は、地域活動の現状や課題をふまえた新たな仕組み等について検討する

ため、市内 10 地域でフィールドワークを実施しました。その結果、各地

域に共通する課題は、以下の４つに整理・集約されました。 

ⅰ）地域における担い手不足 

ⅱ）地域活動への住民参加の低調 

ⅲ）行政の縦割りによる地域の負担感 

ⅳ）支援制度の使い勝手の悪さ 

これらの課題の克服に向けた取組として 
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   ⅰ）校区等地域を基本に、地域の実情に応じて、地域課題の解決に向

け、地域団体・企業や多様な人材が協力・連携して取組むための仕

組みである（仮称）「地域活動協議会」の自主的な形成 

ⅱ）地域担当職員の強化、本市が地域に依頼する事業の交付金事業化、

交付金の一括交付や申請手続きの簡素化など、人的・財政的支援の

再構築 

   ⅲ）区政に関する区民の意見反映や区政に関する評価を行う（仮称）「区

政会議」の設置 

といった取組が提示されています。 

   また、  

ⅳ）市民や地域等の主体的な取組の拡大や社会的ビジネスの育成など

とともに、市民や地域等の活動と協働した取組を推進できる区役

所・市役所の組織・体制等の再編や施策・事業等の再構築による公

共の再編の取組 

などが必要となります。 

市民協働検討部会の提示や公共の再編などの具体化に向けては、現 

在本市をはじめ行政が地域に依頼している事務事業の廃止・削減・統合

等の整理・見直しを行うとともに、地域に新たな負担を依頼することに

つながらないか、地域にメリットがあり地域の活力向上に直接的な効果

があるか、地域で取り組むことによって地域の新たなビジネスや雇用の

創出につながらないかなどを基本的な視点として取リ組むこととします。 

 

イ 市民生活の基盤づくりの視点 

市民生活の基盤づくりにかかる７つの施策分野（子ども・教育、雇用・

勤労・生活保護、安全・安心、男女共同参画、障害者、高齢者、住宅）

について、現状分析を中心に整理を行いました。 

本市の歳入・歳出との関わりからみると、不十分ながらも一定の国の

制度等が確立されており、公共の再編により、最低限のセーフティーネ

ットの確保は見込まれる分野（高齢者、障害者、医療等）や、公民のも

つ資産活用、受益と負担の関係の明確化により対応可能な分野（住宅等）

がある一方で、「子ども・教育」の分野などのように、中長期的な視点で

はその重要性が認識されているものの、即時的な効果が見えにくいこと

もあり、十分な財源確保の仕組み等が整備されていない分野があります。 

「Ⅰ 理念編」の「第一 大阪市を取り巻く現状と課題」で示した少

子・高齢化の顕著な進行、生産年齢人口の減少という状況をふまえると、

社会活力の維持と、将来の社会を支える人材育成と環境整備のためには、
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「子ども・教育」「雇用・勤労」の分野への「高齢者」の分野からのシフ

トを検討すべき段階に至っています。「高齢者」の分野の施策・事業につ

いて、義務的なものか、あるいはそうでないものかを精査し、後者につ

いては、「上限設定」の導入などの方策を検討する必要があります。 

なお、具体的な施策・事業の再構築にあたっては、持続的に市民生活

を支えるために必要な事業か、社会経済状況や社会的ニーズの変化に対

応し市民生活を持続的に支えるため、新たな施策・事業への転換（施策

事業の優先順位付け、選択と集中）、地域の特性に応じた効果的な施策・

事業への転換（地域力の活用）、多面的な波及効果が期待できる施策・事

業、事業手法等への転換（既存ストックの有効活用など）などを基本的

な考え方として取り組むこととします。 

 

ウ 大都市大阪の活力・貢献の視点 

極めて厳しい財政状況の中にあっても、セーフティーネットの再構築

とあわせて、雇用の場の提供や地域経済の牽引は、自治体としての重要

な責務です。とりわけ、大阪市は西日本第一の都市として大阪市内だけ

にとどまらず、関西の持続的発展を牽引する役割を果たしていかなけれ

ばなりません。 

その取組にあたっては、産業構造の変革を的確に見据えた戦略的展開

としていかなければなりません。 

検討にあたっては、「深化した『元気な大阪』をめざす政策推進ビジョ

ン」及び「大阪市経済成長戦略（中間とりまとめ）」の方向性をふまえつ

つ、今後、重要視していくべきだと思われる事業分野を設定して検討を

行いました。 

なお、施策・事業の再構築の具体化にあたっては、地域主権確立の視

点を持ちつつ、大阪市の活力向上だけでなく、都市圏域、関西の活性化・

発展につなげていくために不可欠な事業かどうか、他に優先性・重要性

の高い事業はないか、実施時期や投入経費は妥当か、他に取り得る手段・

手法はないかなどを基本的な視点として取り組みます。 

このような視点から、以下のとおり課題整理を行い、今後の再構築に

つなげていきます。 

ⅰ）次世代を先導する技術開発・研究機能強化の視点 

・ 産業振興施策の再構築 

・ 工業研究所の活用 

・ 誘致・プロモーションの戦略的実施 

・ 国際学校のあり方 
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・ 科学・技術振興、大学誘致・活用の戦略的実施 

・ 市立大学の活用（学術研究機関として） 

・ バイオサイエンス研究所の活用 

ⅱ）都市活力の向上と環境負荷の低減が両立する環境先進都市の実現 

・ 総合的な環境施策の再構築、地球温暖化対策の効果的実施 

・ 環境科学研究所等の活用 

ⅲ）大阪ならではの文化・観光の魅力づくりなど都市魅力の創造 

・ 施策の再構築、戦略的実施 

・ 大阪観光コンベンション協会等の推進体制と文化集客振興基金のあ

り方 

ⅳ）これからの地域社会・経済を支えていく未来を担う人材育成 

・ 市立大学の活用（創造的人材育成機関として） 

ⅴ）戦略的な都市開発の推進 

（大阪駅周辺地区） 

・ 大阪駅周辺地区の開発 

（臨海部） 

・ 国際コンテナ戦略港湾としての取組 

・ 港湾機能、港湾事業の再編 

・ 国際ビジネス交流拠点の形成（インテックス大阪、ＡＴＣの活用） 

・ 開発プロジェクトの優先順位付け、効果的実施（鶴浜沖、築港、新

人工島等） 

・ 既存立地施設の見直し（なにわの海の時空館、ふれあい港館等） 

・ 民間施設の立地促進、土地の有効活用 

 

(3) 施策・事業の再構築の具体化 

ア 再構築にあたっての物指し 

施策・事業の再構築は、施策単位のまとまりの中で、個々の事務事業

について、先に示した３つの視点をもとに、 

ⅰ）優先的・重点的に実施すべき施策・事業へのシフト 

ⅱ）施策・事業の担い手や実施手法・手段等の最適化 

ⅲ）施策・事業の必要性・有効性、費用対効果の妥当性 

などについて見つめ直し、予算の編成・執行や局・区運営方針、評価等

と連動しつつ、具体化を図ります。 

(ｱ) 優先的・重点的に実施すべき施策・事業へのシフト 

先に述べた「１ 大都市大阪の地域力の復興と公共の再編」及び「２ 

区役所力・市役所力の強化」に向けた取組に加え、市民生活に関わる



 52

さまざまな分野での基礎的なセーフティーネットの確保、「大阪市経済

成長戦略（中間とりまとめ）」や「深化した『元気な大阪』をめざす政

策推進ビジョン」が示す「未来への投資」に関わる「次代を担う人材

の育成」など、未来の大阪の持続可能な発展につながる施策・事業へ

のシフトや大阪の持つ力を活かして最大限引き出せる施策・事業への

選択と集中を基本とします。 

(ｲ) 施策・事業の担い手や実施手法・手段等の最適化 

公共の再編に向けて、行政の担うべき役割と責務を果たし、これま

では行政が直接実施してきた事務事業についても、地域の活力や雇

用・ビジネス等を創造し、その効果が地域で循環し、多面的な波及効

果や本市全体の好循環型への転換につながるよう、事務事業の実施に

あたって最もふさわしい担い手や手法・手段（例えば、社会的ビジネ

スの活用、地域の特性に応じて取り組む方がより効果的な事業の選択、

現金給付から現物給付等への転換など）によるものとします。 

(ｳ) 施策・事業の必要性・有効性、費用対効果の妥当性 

これまで長年実施してきた施策・事業について、現在あるいは将来

に向けて、これまでと同じような考え方で、これまでと同じような水

準で実施していくのか、もっと社会経済状況や社会的ニーズの変化等

に適応した重要性・優先性の高い新たな施策・事業への転換の必要性

がないのか、人口減少社会・低成長経済の中でこれまでと同様、スク

ラップ・アンド・ビルドを基本とした考え方で新築や新設を続けてよ

いのか、などについて見つめ直します。 

 

イ 具体化に向けた新たな手法 

施策・事業の再構築にあたっては、 

ⅰ）局単位から施策単位での事業チェック 

ⅱ）一定年限を限った施策・事業の実施や休止、他分野へのシフトな

どを行い市民の評価等を求める「政策試行」の導入 

ⅲ）事業量や経費の増加が避けられない場合に、施策単位での優先順  

位付けを促す「上限設定」の導入 

など、新たな仕組みの導入を図り、今後に向けてより社会的要請に適

合し、より効果的な施策・事業の実施に努めます。 

また、予算編成方式や会計・契約制度などについて、硬直化・形骸化

するなど、事務遂行上弊害を生じているものがないか、検証し、必要に

応じて制度の再構築について検討します。 

 



４ 不断の事務事業の点検・精査の取組 

(1) さらなる点検・精査の取組 

施策・事業の再構築の前提として、点検・精査を不断の取組とする必要

があります。 

「Ver.1.0」においては、平成 21 年 11 月に取りまとめた「事務事業総点

検（中間とりまとめ）」において、課題を指摘した事務事業を中心に、以下

のような項目に分けて検討を行っていますが、今後とも効果の期待できる

事務事業から優先的に取り上げながら、さらなる点検・精査に取り組みま

す。 

事務事業の点検・精査にあたっては、本市の事務事業を局ごとのまとま

りだけではなく、局を超えて類似しているものや施策単位の事務事業のま

とまりを基本に実施します。 

ⅰ）社会経済環境や社会的ニーズへの的確な対応（外部効率性） 

ⅱ）地域の視点からの縦割りによる重複・類似事業の整理・総合化、

形骸化している事業等の整理 

ⅲ）内部事務の簡素合理化 

ⅳ）事業運営・管理等の総合化・統一化、実施手法の見直しなどによ

るムダの排除 

ⅴ）適正な受益と負担、公平な資源配分 

ⅵ）国・他都市等の水準等との客観的な比較 

 

(2) 「Ver.1.0」において検討対象とした項目の概要 

ア 「事務事業総点検」等に基づく点検・精査 

取組の概要については、56～59 ページ参照。 

(参考)今回の対象とした事業：940 事業、1,222 億円 

(平成 22 年度当初予算税等ベース） 

 

イ 市民利用施設等及び都市基盤施設等の管理のあり方検討 

市民利用施設、行政施設、道路・橋梁・上下水道などの都市基盤施設

の管理のあり方、市民利用施設等の現状及び管理経費等について分類・

整理を行いました。 

これまで施策目的ごとに施設整備を進めてきたことなどから、施設数

は多く、維持・運営にかかる経費も多額になっているため、今後、本市

保有の必要性、管理のあり方、料金徴収のあり方等について、施設の状

況や社会的な影響などの観点から検討を進めます。 

(参考)市民利用施設管理費  197 億円（平成 20 年度決算ベース） 

 53



 54

     〔1,342 施設〕  うち税等  163 億円 

 

ウ 外郭団体等のあり方検討 

大阪市外郭団体等評価委員会からの提言「新たな外郭団体等改革に関

する基本的考え方」（平成 22 年 9 月）をふまえて、（仮称）「新たな外郭

団体改革計画（素案）」を策定しました。 

この計画に基づき、団体の統廃合、人的・財政的関与の見直しなどを

進め、不断の外郭団体等の改革に取り組みます。 

(参考)外郭団体等への委託料：562 億円（平成 21 年度決算ベース） 

 

エ 都市基盤施設等の経営形態等のあり方検討 

港湾事業（大阪港埠頭公社の株式会社化、阪神港の一体化）、中央卸売

市場（市場の運営形態）、高速道路（高速道路網の強化・充実）、上下水

道事業（経営改革の推進、内外への水ビジネスの展開等）、交通事業（改

革型公営企業としての取組の推進、将来の経営形態の研究・検討）につ

いて、現状と今後の方向性等を整理し、これをもとに今後さらなる具体

化に向けた検討を進めます。 

 

オ 公共事業のあり方検討 

非常に厳しい財政状況の中、経済成長を見据え、安全・安心な市民生

活、都市活動や経済活動を支えるための都市基盤の適切な維持管理水準

を保持しつつ、限られた財源の中で費用対効果を見極め、事業の選択と

集中を図る観点から、今後の効果的、戦略的な公共事業の実施のあり方

について検討を進めます。 

(参考)公共事業費 206 億円（平成 22 年度当初予算税等ベース） 

 

カ 職員数・人件費のあり方検討  

事務事業の点検・精査、施策・事業の再構築をふまえ、「中期的な財政

収支概算」の前提となっている職員数の削減及び給与カット等の考え方

に加えて、さらなる総人件費の抑制に向けた取組などについて、精査し

ます。 

新しい人事給与制度を構築するため、プロジェクトチームで検討を進

めます。 

(参考)職員数   39,038 人（平成 22 年 4 月 1 日） 

うち、一般会計第 1部 

職員数  24,154 人（平成 22 年 4 月 1 日） 
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人件費 2,362 億円（平成 22 年度当初予算ベース） 

           

キ 収入の確保に向けた検討 

「中期的な財政収支概算」においては、すでに市税の一定の伸び（平

成 24 年度以降、総計で毎年２％の増加）や、不用地売却代についても年

140 億円を見込んでいます。 

経済の活性化、施策・事業の再構築等税収改善に向けた中長期的な取

組を進めることは重要ですが、当面、税外収入の確保に向けた取組をさ

らに強力に推進する必要があり、広告事業の拡充、不動産売却や資産の

有効活用、契約手法等の見直し、未収金対策などについて検討を進めま

す。 

 
 
 
 



 
「ア『事務事業総点検』等に基づく点検・精査」の取組の概要 

● 対象：事務事業総点検で課題があるとされた940事業 

平成21年11月に公表した「事務事業総点検（中間取りまとめ）」においては、その

時点での計数や抽出されてきた課題の分析状況等について整理するとともに、これを

さらに議論を深めていく「出発点」として、引き続き事務事業の点検・精査を進めて

いくこととしていました。 

今回、平成22年度の点検・精査の一環として、「中間とりまとめ」の「点検の視点

ごとの分類」で「検討」や「再検証」が必要と分類し、今日的意義についてあらため

て問題提起を行った事業費を主な対象として、国制度や他都市の状況、競争性のない

随意委託契約の有無などを可能な限り把握し、機械的な分類・整理を行いました。ま

た、ムダを省くという観点から、「中間とりまとめ」で「局横断的視点から点検が必

要なもの」とされた内部事務の事業費については全件を対象としました。（下図参照） 

 

 
事務事業総点検（中間とりまとめ） 

(本編) 

Ⅱ-1 局横断的視点から点検が必要なもの･････内部事務 

Ⅱ-2 PTとして議論の俎上に載せた主なもの 

(資料①点検の視点ごとの分類) 

ア 21年度廃止・収束予定 

ィ 22・23廃止・収束予定 

ウ 市民ニーズ、社会的使命の視点 

エ コスト適正化の観点 

オ 歳入の確保を図るもののうち「3受益と負担適正化」 

カ 事業仕分けでの指摘や意見を受けて、見直しを検討すべきもの 
(資料②点検の視点ごとの分類) 

キ 引き続き改善しながら実施するもの

    線部分が今回点検・精査対象 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

他都市状況の把握については、各都市のホームページを参考にしたほか、必要な事

業については、各都市へ情報の提供をお願いしました。ご多忙の中、ご協力いただい

た各都市の皆様方には、厚く御礼申し上げます。 

時間も限られていたため、把握できた内容については限りもあり、分類・整理など

も不十分な面があるかもしれませんが、今回の作業で、対象事業については一定客観

的な状況を示すことができ、今後、事務事業の点検・精査を進めていく議論の土台と

して、これらのデータを有効に活用していきたいと考えています。 

 

整理の状況については、以下のとおりです。 
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今回の整理の結果として、国制度や他都市状況並みだからと言って、直ちに点検・

精査が不必要とまでは言えないことはもちろんですが、その一方で、他都市水準との

比較が困難や上回っていると整理したものの中にも、大阪市が先駆的に実施している

事業や、独自に実施の必要性が大きな事業も多々あり、「上回っている」「比較困難」

の事業が、短絡的に見直すべき、とはならないことは言うまでもありません。 

しかしながら、点検・精査を今後とも進めていくうえでは、今回の整理を一つの視   

●国等の基準・・・補助率など国等の基準どおり（又は未満）で実施している場合

　　・国庫補助(委託)対象事業

　　・緊急雇用創出事業臨時特例基金等

　　・措置費、施設給付費等で運営される施設にかかる費用

　　・総務省基準による繰出金

　　・児童手当、繰出金(介護保険、土地先行など）等制度上必要なもの

●他都市水準

　政令指定都市のうち、近隣都市として神戸市及び京都市、人口規模等似かよった都市として、横浜市及び名古屋市における類似事業の

　実施状況等により比較

　　水準・・・比較対象4都市のうち、2都市以上とほぼ同水準で実施していると考えられる場合

　　水準を上回っている・・・実施都市が1都市以下、又は2都市以上が実施しているものの他都市に比して事業費等が上回っていると考えられる場合

　　困難・・・ＩＴ経費などの内部事務、予算等の詳細が不明、内容や実施方法等が異なるなど、他都市との比較や水準の試算が困難であると

　　　　　　　考えられる場合

他都市水準
比較困難
４１１億円

他都市水準
を上回っている
１０９億円

他都市水準
３４０億円

他都市水準
比較困難
７８億円

他都市水準
を上回って

いる
５２億円

他都市水準
３０億円

　　国等の基準
２０２億円

他都市水準を上回っているまたは比較困難　639件　650億円

額の大きいものをピックアップ

１億円以上　100件　594億円
　　（対象事業全体に占める割合　91．4％）
３億円以上　　49件　495億円
　　（対象事業全体に占める割合 76．2％）
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点として活用することは有効であると考えています。 

前頁の図のとおり、「上回っている」「比較困難」と整理した事業の所要一般財源

総額は650億円ですが、そのうち所要一般財源が１億円以上の事業だけで金額の９割以

上を占めており、本市の厳しい財政状況を勘案すると、やはり規模の大きな事業から、

課題の整理や方向づけについて議論を進めていくことが重要です。 

所要一般財源が１億円以上の事業について、平成22年度主要事業の概要での施策別

に分類すると下表のようになります。 

（単位：百万円（百万円未満四捨五入)）

地域の活性化 1,154 3件 区民センター整備事業　ほか

雇用の創出と自立の支援 713 5件
大阪社会医療センターの運営・整備
助成　ほか

高齢者のための施策 13,945 11件 敬老優待乗車証交付事業　ほか

障害者のための施策 5,524 10件 重度障害者医療費助成　ほか

福祉活動の支援 3,397 5件 各区社会福祉協議会交付金　ほか

保健・医療の充実 1,361 6件 子宮がん検診　ほか

安心実現社会の構築 826 3件 建設局における防災関連事務　ほか

次代を担う人材の育成 8,367 17件
児童生徒就学援助事業(学用品費
等)(給食費)　ほか

循環型社会の形成と環境保全 1,161 3件 容器包装プラスチック収集　ほか

花と緑豊かなまちづくり 617 1件 公園・街路樹の保全育成

快適で便利な住環境づくり 6,174 4件 新婚世帯向け家賃補助制度　ほか

都市交通網の整備 800 2件
コミュニティ系バス運営費補助　ほ
か

道路・橋梁の整備と駐車対策 442 2件
道路台帳の整備並びに管理に関する
事務　ほか

成長産業への支援と経済の活性化 2,769 10件
大阪市企業・大学等立地促進助成制
度を活用した企業誘致事業　ほか

スポーツの振興 2,797 3件
体育館・スポーツセンター・プー
ル・競技施設の運営事業　ほか

生涯学習と女性のための施策 777 3件 市民学習センターの管理運営　ほか

その他 1,457 4件
大阪バイオサイエンス研究所運営助
成　ほか

見直しにより他に負担が生ずると考えら
れるもの 7,103 13件 情報処理センター業務　ほか

合　　計 59,384 105件 （重複を除く　100件）

    　  ゆとりとみどり振興局所管の中長期保全計画に伴う施設改修は、スポーツの振興、その他に分割

注）　健康福祉局所管の水道料金福祉措置、下水道料金福祉措置は、高齢者のための施策、障害者のための施策に分割

他都市水準比較
困難・水準上額

※　施策別については、平成22年度主要事業の概要により、グループ化が可能なものに
　　ついては中項目、その他は小項目により分類

　  　 健康福祉局所管の民間社会福祉施設職員給与改善費補助金は、雇用の創出と自立の支援、高齢者のための施策、
　　　障害者のための施策に分割

他都市水準比較困難・水準上額の内訳 (施策別）

 

 



 59

例えば、「高齢者のための施策」では、この間世界に例を見ない高齢化に対応する

ため、施策・制度の充実等に積極的に取り組んできたこともあり、金額的に多額とな

っていますが、今後とも高齢人口の伸びがほぼ確実に見込まれ、義務的経費の増嵩が

避けられない中では、制度を支える次代の「担い手」づくりを急がなければ、制度そ

のものが役に立たなくなることが十分想定されるところです。 

その他の施策においても、施策効果等について、あらためて議論を要する事業が含

まれていると考えられますし、「高齢者のための施策」と同様に「担い手」づくりは

急務だと思われます。 

持続可能な財政運営を行っていくためには、施策そのものの抜本的な再構築と、全  

市的な観点でのあらゆる事業の選択と集中が必要です。 

先にも述べましたが、他都市水準比較が「上回っている」あるいは「比較困難」だ

からといって、すぐに見直しするものではありませんが、まずはこうした事業から、

これからの大阪市にとって必要な「地域力の復興」「市民生活の基盤づくり」「大都

市大阪の活力・貢献」の３つの再構築の視点で検証を進めるとともに、市民の方々や

市会のご意見をいただきながら、選択と集中に取り組みます。 

 

 

 

参 考 

 

「中期的な収支均衡に向けたフレーム」の実現に向けて 

 

１ 「中期的な収支均衡に向けたフレーム」の概要 

平成 22 年２月の「中期的な財政収支概算」に基づく「中期的な収支均衡に向けたフレ

ーム」では、「収支均衡が図られるはずだった、平成 20 年 10 月公表時の姿に戻すことを

目標」としています。 

＊「中期的な財政収支概算」については、関連資料参照。 

 

ⅰ）国へ求めるもの 

生活保護費の交付税措置不足の解消            約 150 億円 

ⅱ）政策推進ビジョンの効果発現 

税収の回復促進                     約 30 億円 

ⅲ）新たな市政改革の推進（さらなる経費削減） 

施策事業の再構築と事務事業の点検・精査（総点検の具体化）約 120 億円 

 

 



２ 

必要がありますが、

当面は「事務事業総点検」の具体化による対応が中心となります。 

 

ア 

ど、税外収入の確保に努め、不用地売却等とあわせ、５年

確保 

イ 

削減、行政委員会委員報酬の日

650 億円以上を削減。 

ウ 

エ 

」（素案）に基づいて見直し 

オ 

るとともに、市民ニーズに応じた開館時間の弾力化、使用料等

カ 

望や、「政策試行」「上限設定」の導入などに向けて、不断の点

努める。 

キ 

公共事業のあり方、その他施策・事業の選択と集中の徹底を図る。 

 

均衡に向けたフレームにおける収支不足の解消をめざし、５年間で約

600 億円を削減 

 

今回の取組で見込まれる効果 

生活保護にかかる制度改正要望（全額国庫負担など）の実現状況および収支への影響

や、経済成長戦略の効果発現による税収増などの推移を見極めていく

収入の確保       

広告事業の拡充による広告料収入の増、契約手法等の見直しによる駐車場、自販機・

売店等にかかる収入の増な

間で 700 億円以上を

総人件費の抑制 

職員数については、５年間で約 4,000 人の削減 

人件費については、業務の簡素化・標準化等の見つめ直しなどにより、将来に向け

て超過勤務手当の半減をめざすほか、管理職ポストの

額制への見直しなどで、

内部管理費等の削減 

業務の見つめ直し等によりムダを排除 

外郭団体等の人的・財政的関与の見直し 

（仮称）「新たな外郭団体改革計画

市民利用施設等維持管理費の抑制 

これまで施策目的ごとに整備・管理を進めてきたあり方を見直し、施設の廃止・転

用・機能統合等を進め

のあり方の検討など 

国基準・他都市水準を上回っている事業や比較困難な事業の点検・精査 

国等への制度改正要

検・精査に

その他 

以上の取組により、中期的な財政収支概算で見込む収支改善を着実に達成するととも

に、中期的な収支
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第二 具体的な取組 

 

１ 大都市大阪の地域力の復興と公共の再編   

 

事項 1‐① 
市民による地域運営の仕組みづくりへの支援（(仮称)「地域活動協議会｣の自

主的な形成に向けた支援） 

趣旨・目的 
市民による地域運営を促進することにより、校区等地域における地域主権の

確立を図る。 

５年間の 

主な取組 

ア (仮称)「地域活動協議会｣ 

(ｱ) 意義 

校区等地域を基本単位に、地域団体・企業等や多様な人材が集まり、

地域の将来像を共有しながら、地域活動や課題解決に協働して取り組む

地域運営の仕組みで、地域において自主的に形成するもの。 

(ｲ) 要件 

Ａ  校区等地域で活動している主な地域団体の参加 

＜主な地域団体の考え方＞ 

(A) 連合振興町会、地域社会福祉協議会 

(B) 市（市長等）から委嘱された市民で構成される地域団体 

(C) 市の業務を代行している地域団体（委託料や交付金の交付先） 

Ｂ 規約の作成（役員選出手続きや会計処理の透明性の確保など） 

(ｳ) 構成 

Ａ 予算・決算、役員選出など意思決定を行う部門（例 運営委員会） 

Ｂ 意思決定のもとで、テーマごとに地域活動を行う部門（例 部会） 

 

イ (仮称)「地域活動協議会｣への支援 

(ｱ) 運営助成 

立ち上げ期および初動期における運営助成を行う。 

(ｲ) 交付金の一括交付 

平成23年度から、(仮称)｢地域活動協議会｣を形成した地域には、参加

する団体への交付金は、(仮称)「地域活動協議会｣に対して一括交付する。

(ｳ) 事業助成 

平成24年度から、課題解決に向けて積極的に取り組む地域に対する事

業助成を行う。 

 (ｴ) 人的支援 

   地域担当職員が、地域情報の把握と集約、地域課題の解決に向けたコ

ーディネートなどの支援を行う。 

 

ウ (仮称)「地域活動協議会｣の形成に向けて 

連合振興町会と地域社会福祉協議会の協議の場を自主的に設け、地域団体

等へ参加の働きかけを行う。その後、ワークショップなどの手法も用いつつ、

地域運営や将来像について広く議論をしながら、意識の共有化を図り、（仮称）

「地域活動協議会」を形成する。 

 

※ 推進に当たっての基本的な姿勢 

地域の実情に応じ、地域による主体的な取組を支援しながら順次進める。

目 標 数値的な目標を設定せず、地域による主体的な取組の促進を支援する。 
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事項 1‐② 社会的ビジネスによる公共の再編  

趣旨・目的 
公共の担い手を増やし、社会全体で担う新しい形の公共を構築するとともに、

地域における雇用創出などにより、地域の活性化を図る。 

５年間の 

主な取組 

ア 社会的ビジネスによる事業委託の検討と実施 

市民からの企画提案により、行政よりも市民が担い手となって提供した

方が効果的・効率的な公共サービスや施設管理などを選定し、委託する。

なお、委託に向けて、市民等が担い手となれるよう、責任やリスク分担

等を整理するとともに、規制等の緩和について、特区的に認定する仕組み

づくりを行う。 

平成 23 年度   

・ 社会的ビジネスによる委託のスキームづくり 

平成 24 年度～  

・ 企画提案の公募、実施事業の決定・公表 

 

イ 社会的ビジネスの起業に向けた支援 

市民自身が地域課題や社会的課題にビジネスの手法で取り組む「コミュ

ニティ・ビジネス」「ソーシャル・ビジネス」の活動のすそ野を拡げるた

め、市民に身近な区役所・コミュニティ協会・社会福祉協議会などを通じ

て地域団体等へのＰＲを強化するほか、地域団体等への出前講座の実施や

中間支援組織による相談事業を支援する。 

さらに、出前相談など、講座等への受講者を実務的な相談につなぐ体制

の確立と経営等への助言指導を行うなど、起業に向けたそれぞれのステー

ジにおける支援方策を構築する。 

  平成23年度～  

・ 社会的ビジネスの普及啓発・起業のための講座等の開催 

   ・ 社会的ビジネス起業のための相談・アドバイス機能の充実 

 

ウ 取組の拡充 

平成24年度以降、事業実施状況や社会的ビジネスへの市民等の参画状況

をふまえながら、支援方策等を検討し、取組を拡充する。 

目 標 ５年間での社会的ビジネスの委託事業数を 50 事業以上とする。 
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事項 1‐③ 地域公共人材の充実への支援 

趣旨・目的 
より多くの人が市民活動に参加し、また市民活動に関わる人たちの知識やス
キルを高める機会を提供するなどにより、市民活動の活性化をめざす。 

５年間の 
主な取組 

ア 地域公共人材の認定制度の構築 
  本市の各種講習事業等を修了した事業コーディネーターや推進員、地域

活動の担い手、特技や技能を持つ人たちが、地域の各種活動の担い手とし
て活躍の場が広がるよう、地域公共人材として本市が認定し、活動との橋
渡しを行う仕組みづくりを行う。 

平成 23 年度  
・ 地域公共人材制度の構築 

※ 調査研究にあたっては、既存の人材情報との連携方法、活躍  
の場の提供方法のほか、新たな人材として就労者や学生の参画  
促進の検討を行うため産学官連携により実施する。 

平成 24 年度  
・ 地域公共人材認定制度の運営 

 
イ 「次世代リーダー」育成のための仕組みづくり 

将来の地域を担うこどもたちの「生きる力」と「市民力」を高め、地域
社会の中で課題解決や魅力創出などにより地域力の活性化を先導する「次
世代リーダー」を社会総がかりで育成する社会システムの形成をめざす。

そのため、子どもたちが地域の人とともに社会貢献活動に取り組むこと
を通じて、学習成果も同時に高めていく、いわゆる「サービス・ラーニン
グ」の手法を、学校と連携するとともに、先駆的教育プログラムを実践す
る大阪市立大学のノウハウや人的・知的財産を有効に活かし、試行的に実
施する。また、これらの取組を通じて、地域においても、社会全体でこど
もをはぐくむ意識の向上や、人と人のつながりを強めていく。 

さらに、これらの取組の効果検証や分析をしながら、開発した学習プロ
グラムなどのノウハウを蓄積して、学生や市民が参画する次世代リーダー
育成システムモデルを構築し、広く社会全体に浸透するよう普及を図る。

平成 23～25 年度  
・ 学校との連携による試行実施、学習プログラムの開発 

平成 25 年度    
・ 報告書（事例集）の作成・普及 
・ 次世代リーダー育成システムモデルの構築・普及 

 
ウ 地域公共人材育成の仕組みづくり  

(ｱ) 市民・職員同時受講型まちづくり研修の実施   
  市民に市民活動に関する知識やノウハウを学ぶ機会を提供するととも

に、市民と職員のネットワークによって協働の機会を増やすため、本市
職員と市民がともに受講可能なまちづくり研修を検討する。 

平成 23 年度～  
・ 研修事業の実施 

 
(ｲ) 地域団体等の学習会への講師派遣事業の充実  
  地域活動その他市民活動に携わっている方に、活動についての知識や

ノウハウを学んでもらい、地域公共人材を育成するとともに、市民活動
の活性化を図る。 

平成 23 年度～ 
・ 有効な広報、資金獲得方法など講座メニューの充実 

目 標 
ア 平成 23 年度中に地域公共人材の認定制度を構築する。 
イ 平成 25 年度中に次世代リーダー育成システムモデルを構築する 
ウ 満足した受講者の割合の目標を 70％とする。 
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事項 1‐④ 地域活動に対する支援のあり方の再構築 

趣旨・目的 
地域活動への財政的支援や人的支援のあり方を見直し、事務手続きにかかる
負担を軽減することなどにより、地域活動の活性化をめざす。 

５年間の 
主な取組 

 本市が地域に依頼する事業について、行政の縦割り等による地域の負担を
軽減するとともに、地域活動への各種支援については、全市一律ではなく、
地域の実情に合わせた柔軟なものとなるよう再構築する。 
 
ア 財政的支援の再構築   

(ｱ) 補助金等の手続きの簡素化 
補助金等の申請及び精算などについては手続きが煩雑なものもあり、

地域活動の負担となっていることから、可能な限り簡素化する。 
(ｲ) 地域に依頼する事業の交付金化 

本市が地域に依頼する事業については、可能な限り交付金化していく。
なお、将来的には、（仮称）「地域活動協議会」が事業を弾力的に実施

できるような交付金の形についても検討していく。 
平成23年度 

・ 地域に依頼する事業の交付金化 
・ （仮称）「地域活動協議会」への交付金一括交付等 

 
イ 人的支援の再構築  

区役所職員による地域活動支援の力点を、区単位から、より身近な校区
等地域に移し、地域担当職員による地域活動支援を強化するなど、よりき
め細やかな支援を実施。 

また、区単位の地域団体等への支援については、コミュニティ協会支部
協議会を中心に区役所と連携して、他の団体活動とのコーディネート、情
報提供等のアドバイスなどの活動支援を継続して実施。 

平成23年度～  
・ 校区等地域への支援強化 

 
ウ 地域振興会への加入促進による地域活動支援  

地域コミュニティづくりを担う地域振興会が主体的に行う地域活動を 
いっそう活性化し住民主体のまちづくりの推進を図るため、地域振興会と
連携して、地域振興会への加入促進を実施。 

平成23年度～   
・ 全区において区外からの転入者への加入勧奨を実施するなど加  

入促進支援を実施 
 

エ 優れた地域活動の情報流通   
  地域情報の共有化の取組により把握した優れた地域活動の事例等を、地

域・区を越えて発信し、情報の流通拡大による地域活動の活性化を図る。
  平成23年度  

・ 情報の流通拡大の仕組みを検討  
 
オ 規制等のあり方の検討 
  さまざまな規制等について、硬直化・形骸化するなどにより、市民生活

の安全・安心の確保や地域活動、経済活動等に対して弊害となっていない
か検証し、そのあり方を検討する。 

目 標 

ア 平成23年度、順次拡大する。                    
イ 校区等地域を単位とする地域担当制の強化を実施する。 
ウ 平成23年度中に、区外からの全転入者（届出件数約13万件）への加入

勧奨を実施する。 
エ 平成23年度中に、情報の流通拡大の仕組みを試行する。 
オ 平成23年度に、地域意見等をふまえつつ、実態把握する。 
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事項 1‐⑤ 事務事業等の見直しによる地域活動の活性化  

趣旨・目的 

事務事業を実施するにあたり地域に対し多くの協力依頼等を行ってきたこと

が地域の負担となり、全体として自主的・自律的な活動を圧迫している恐れ

があることから、事務事業のあり方を見直すことにより、地域本来の取組を

促進し、地域運営その他市民活動の活性化をめざす。 

５年間の 

主な取組 

 地域のニーズを反映した事務事業が実施される仕組みづくりを行うととも

に、地域団体への協力依頼のあり方や、地域団体の役員等があて職的に参加

を求められる会議や事業周知活動などのあり方について、区役所が中心とな

って地域の意見や現状等を把握し、それをふまえて局と区役所が調整を図り

ながら、地域の負担の軽減に向けた事務事業の進め方について再構築する。

 再構築にあたっては、地域への負担増とならない実施方法及び評価の視点

をふまえる。 

平成23年度 

・ 地域に関わる事務事業や実行委員会等について、(仮称)｢区政会議｣

なども活用して地域の意見聴取等を実施し、地域の実情を把握する。

・ 区で把握した意見等をふまえ、局と区役所が調整を図りながら、

地域に依頼している事業や実行委員会等について再構築する仕組み

を構築する。 

平成24年度～ 

・ 各区、校区等地域において、再検討した内容をふまえた取組を 

実施 

・ 地域に関わる事務事業や実行委員会等を地域において評価する 

仕組みをつくる。 

目 標 
平成 23 年度中に、地域意見等をふまえつつ、事務事業を再構築する仕組み

をつくる。 
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事項 1‐⑥ 市民活動の場と機会の充実 

趣旨・目的 
市民活動や情報交流などの場と機会の充実を通じて、市民活動の活性化をめ

ざす。 

５年間の 

主な取組 

ア 既存の地域資源の活用による、校区等地域の活動拠点の充実 

(ｱ) 校区等地域で誰もが利用できる地域活動の拠点について、地域集会所、

老人憩いの家、学校、商店街の空店舗などの既存の地域資源を有効に活

用しながら、その支援策を検討する。 

(ｲ) 地域集会所と老人憩いの家について、それぞれの事業目的をふまえつ

つ、地域活動資金を捻出できるようにするため、使用基準、施設運用基

準の緩和などを検討する。 

平成 23 年度  

・ 地域資源を有効に活用する支援策と使用基準、施設運用基準緩和

策の検討  

 

イ 市民活動のスペースの充実  

  市民協働の担い手となるＮＰＯや社会的ビジネスをめざす組織等が集

い、多様な市民活動情報の集積と発信などの機能をもつ市民活動推進のた

めの施設を既存施設の転用により整備するとともに、学校活用の拡大や公

園の利用拡大など既存の公共施設等を利用した市民活動のスペースの拡大

等を進める。 

  平成 23 年度 

・ 市民活動のスペースを提供できる既存の公共施設等の調査・検討

平成 24 年度  

・ 既存施設転用による市民活動推進のための施設の整備 

 

ウ 情報交流の場と機会の提供  

ボランティア情報センターや各区ボランティアビューロー、コミュニテ

ィ協会、生涯学習センターなどの各機関で個別に発信されている市民活動

に関するさまざまな情報を総合的に発信できる仕組みを検討し、市民活動

に関するさまざまな情報が交流できる場と機会を提供する。 

平成 23 年度 

・ 市民や地域団体等の交流促進 

・ 市民活動の情報ネットワークの検討 

平成24年度～ 

・ 市民活動の情報ネットワークの整備 

目 標 

ア 地域資源を有効に活用する支援策と使用基準、施設運用基準緩和策を構

築する。 

イ 平成24年度中に、既存施設転用による市民活動推進のための施設を整備

する。 

ウ 平成24年度中に、総合的に市民活動情報を発信する仕組みをつくる。 
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事項 1‐⑦ 市民活動を支える資金確保に向けた支援   

趣旨・目的 
市民活動団体が活動に必要な資金を確保しやすくすることで、市民活動の活

性化をめざす。 

５年間の 

主な取組 

ア 市民活動推進基金の活用拡大とさらなる寄付の獲得 

市民、企業からの寄付金を集めて市民活動を支える市民活動推進基金を

活用して区役所が市民活動団体等と協働で行う市民協働型事業を本格実施

するとともに、さらなる寄付の獲得に努める。 

  平成 23 年度～ 

・ 区役所が実施する市民協働型事業を本格実施 

・ 活動資金の獲得に向けた方策の検討 

 

イ 資金確保のための相談窓口の紹介・あっせんの強化 

活動資金に関する相談や助言を行う中間支援窓口などの紹介・あっせん

等の機能を強化する。 

  平成 23 年度～ 

・ 情報提供の充実 

・ 寄付などの資金調達に関する講座の実施 

 

ウ 企業等とのマッチングの促進 

企業の社会貢献活動の情報発信や企業等と市民活動団体とのマッチング

を促進する。 

  平成 23 年度 

・ 人材、物品、場所、情報、スキル、ノウハウといった資源を企 

業とＮＰＯの間で取り結ぶマッチングシステムの事業検証及びマッ

チングの成立件数や参加主体の拡大   

  平成 24 年度～ 

・ マッチングシステムの認知を高め、企業、ＮＰＯのみならず多 

様な活動主体の交流の拡大 

目 標 

ア 平成23年度中に、全区において基金を活用した市民協働型事業を実施す

る。 

イ 相談件数を5年間で２倍にする。  

ウ マッチングの成立件数を5年間で２倍にする。 
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２ 区役所・市役所力の強化 

(1) 地域を支援する区役所づくり 

 

事項 2－① 区役所の地域担当制強化による市民活動支援の強化 

趣旨・目的 

校区等地域における市民活動の支援を行う地域担当制を強化するとともに、

より身近な行政単位である区役所の相談・調整機能を充実させ、区役所と事

業所の連携を密にすることで、市民生活や市民活動を総合的に支援する体制

の充実・強化をめざす。 

５年間の 

主な取組 

ア 地域担当職員の育成支援 

身近な行政単位である校区等地域に、積極的に入り、地域情報の把握と

集約、地域課題解決に向けた市民活動のコーディネート（仮称）「地域活動

協議会」の形成時の支援などが行えるよう地域担当職員の育成を行う。 

平成 23 年度～ 

・ 地域担当の職務内容を示す手引き等の整備 

・ 研修体制の構築 

・ 職員の異動期間の見直し 

・ 夜や土日など地域の活動に合わせ出勤しやすい勤務時間の導入 

・ 地域担当以外の部署からの公募による地域担当兼務制の検討 

 

イ 地域担当職員を支える区役所機能の充実 

区役所総体で、地域担当職員が地域課題解決に向けた取組支援を行う。

平成 23 年度～ 

・ 地域担当職員をバックアップするしくみづくり（区役所内部での

効果的な連絡会議の開催など）。 

・ 地域安全対策業務の拡充や生活基盤施設に関わる相談に対応でき

るようなＯＢ職員の活用などによる体制の強化 

 

ウ 校区等地域における市民の主体的な活動への支援の充実 

  地域の課題により迅速かつ専門的に対応し、地域の主体的な活動を支援

する。 

平成23年度～ 

・ 地域担当と、地域安全対策担当、事業所（（仮称）「工営所」、公園

事務所、環境事業センター等）との連携強化による、相談内容への

迅速かつ適切に対応する仕組みづくりを推進 

・ 相談内容を的確に共有するための「情報共有カルテ」作成等、情

報共有の充実強化 

 

エ モデル区に、生活基盤施設に関わる相談に対応できるＯＢ職員などの配

置による連絡体制の強化 

平成24年度～ 

・ 平成23年度の取組の検証をふまえ、全区で展開 

目 標 
平成 23 年度中に、すべての校区等地域において、地域担当職員による支援

体制を強化する。 
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事項 2－② 区役所の相談・調整機能充実等による市民生活支援等の強化 

趣旨・目的 
暮らしに関わる多様な相談を、身近な区役所において受け付け、調整し、的

確に対応できる体制づくりを進め、市民生活への支援を充実する。 

５年間の 

主な取組 

ア 区役所の相談・調整機能の充実 

道路や水道などの生活基盤施設に関する相談、子育てに関する相談、福

祉介護に関する相談、経営相談など、多様な相談を受け付け、区役所の場

においてより充実した対応ができる、区役所と局の連携を強化する仕組み

を整備する。 

 

イ 区役所と事業所の連携強化 

道路、河川、下水道等の生活基盤施設に関わる事業所の統合・再編（7

工営所、８下水道センターを統合・再編）を進め、（仮称）「工営所」を設

置する。また、区役所においても生活基盤施設に関わる相談に対応できる

ようＯＢ職員などを配置し、さらに（仮称）「工営所」や公園事務所、環境

事業センターなどとの連携を強化し、ごみ減量や緑化推進、放置自転車対

策など生活環境の向上に取り組むとともに、これらにかかる市民活動への

支援を充実する。 

平成23年度 

・ （仮称）「工営所」を市内８か所に開設、各所に「市民サービス  

担当（機動班）」を設置 

・ 区役所の地域担当、地域安全対策担当と（仮称）「工営所」、公園

事務所、環境事業センター等とで、市民からの相談内容を的確に共

有し、迅速かつ適切に対応する仕組みづくりの推進 

・ 市民からの相談内容を的確に共有する「情報共有カルテ」の作成

・ 生活基盤施設に関わる相談に対応できるようなＯＢ職員などを配

置するモデル区において、相談・調整機能強化の取組を実施 

平成24年度～ 

・ モデル区での検証をふまえ、全区で展開 

目 標 
平成 23 年度中に、区役所と事業所で迅速かつ適切に対応する仕組みづくり

を検討のうえ、各区において目標設定を行う。 
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事項 2‐③ （仮称）「区政会議」の設置   

趣旨・目的 区政に区民の意見を反映し、評価するために設置する。 

５年間の 

主な取組 

ア （仮称）「区政会議」 

(ｱ) 意義 

地域実情をふまえて課題解決に向けた協働型区政を実現するため、  

 区政に区民の意見を反映し、評価する仕組み 

(ｲ) 機能 

Ａ 区政に関して意見を述べる。 

Ｂ 区政に関する評価を行う。 

(ｳ) 構成員（イメージ） 

Ａ 地域委員（地域活動協議会などから選出） 

Ｂ 団体推薦委員（区の課題特性に応じて団体を選定） 

Ｃ 公募委員 

Ｄ 区長推薦委員（有識者など） 

※各区の実情に応じてメンバーを編成 

(ｴ) 部会の設置 

  必要に応じ、部会（分科会）を設置することができる。 

 

イ 取組 

  平成23年度～ 

・ 地域実情に応じ順次設置、活動を開始 

目 標 数値的な目標を設置せず、地域実情に応じ設置する。 
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(2) 区役所・局を通じた市役所力強化の取組 

 

事項 2‐④ 体制づくり 

趣旨・目的 
協働を担い、地域主権の確立に向けて取り組むにふさわしい区役所・市役所

の体制を確立する。 

５年間の 

主な取組 

ア  企画機能の強化に向けた検討 
(ｱ) 区役所と局のあり方検討 

次に示す区役所と局の役割をふまえて、人事、予算、事業執行などの
権限のあり方や、将来的な局組織と事業所・区役所組織のあり方につい
て検討を進める。 
Ａ  区役所は、局の事業所と緊密な連携を取りつつ、広く地域力の復興

に関わる事務事業について中心的な役割を担う。 
Ｂ 地域主権や市域内分権を進めるためには、局は次の役割を担う。 

(A) 本市全体に関わる施策や事務事業、全市一律の内容と水準を確保
する必要のある事務事業などの企画・調整 

(B) 高度な専門性が必要な業務や、集約的に扱うことが適当な業務な
どの実施 

(C) 区役所の支援、区役所との連携（なかでも事業所は区役所と連携
して主体性をもって市民活動を支援するなどにより地域力の復興に
おいて役割を担う。） 

平成23年度～ 
・ 区役所と局のあり方検討 
 

(ｲ) 本市の方針や施策立案機能強化のための組織機構の検討 
地域主権の時代にふさわしい本市の方針と、これに沿った具体的施策

や、社会経済状況の変化に迅速に対応し、横断的課題に総合的に対処で
きる施策を立案する機能を持つための組織機構のあり方について検討を
進める。 
平成23年度～ 

・ 施策立案機能を強化する組織機構の検討 
 

(ｳ) 国やシンクタンクなどとの交流強化 
  地域主権の時代にふさわしい自治体として、本市の課題の解決や取り

組みの実現に向けて、国等に積極的に本市の情報や意見を発信するとと
もに、先端情報を入手するため、国やシンクタンクなどと人材交流の取
組を強化し、情報交換の機会を充実する。   
平成23年度～ 

・ 国やシンクタンクなどとの交流強化の検討 
 
 (ｴ) 大都市大阪の活力につながる海外事務所の活用 

経済成長戦略や大阪プロモーション推進プランに沿って、環境技術など
の成長分野のビジネス支援、観光振興などに向けた効果的なプロモーショ
ンが展開できるよう、海外事務所ごとにそれぞれの地域の特性に応じた
短・中期的な戦略プロジェクトを構築し、その展開に応じて、将来の見通
しや費用対効果という観点から、組織を見直し重点化を進める。 
平成23年度～ 

・ 組織の見直しと重点化の推進 
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イ 地域との関係における縦割りや重複の弊害の改善 

局の縦割りや重複の弊害を改善し、地域の一体的・自主的・主体的な取

組を促進し、また、区役所がこれを効果的に支援できるよう、局・室の事

務事業や計画などのうち地域や区役所に関わるものの立案や実施にあたっ

て、市民や区役所の意見を反映しながら、地域力の復興と公共の再編の観

点から適切なものかどうかについて意見を述べ、調整を行う仕組みを導入

する。 

平成23年度～ 

 ・ 仕組みの検討 

 

ウ 協働の推進に向けた体制整備  

(ｱ) 協働指針に基づく協働事業の促進 

平成23年度   

・ 協働指針のルールに基づく協働事業の実施 

平成 24 年度～  

・ 協働事業の進捗調査にもとづく評価・分析 

(ｲ) 各局・区における協働推進に向けた支援窓口の設置 

平成 23 年度～  

・ 各局・区の協働を推進する役割を担う職員を対象とした、協働指

針に基づく職員研修の実施と業務支援の検討       

目 標 

ア 平成 23 年度中に、企画機能の強化に向けた取組内容について方針を作

成する。 

イ 平成 23 年度中に仕組みを導入する。 

ウ 協働事業の推進のための体制を整備する。  
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事項 2‐⑤ 職員づくり  

趣旨・目的 地域力の強化と公共の再編など新しい大阪市政を担う職員の育成 

５年間の 

主な取組 

ア 職員力と役割意識の向上 

(ｱ) 自治体の使命・役割を理解し、職員としての自覚と誇りをもって市民と

ともに行動できる職員を育成するための研修等を実施する。 

(ｲ) 地域活動などの市民活動をコーディネートあるいはファシリテートで

きる職員を広く養成するための研修等を実施する。 

 (ｳ) 大阪市協働指針を普及・浸透させ、職員間での共有する。 

(ｴ) 市民フォーラムを活用した職員研修を検討する。 

  (ｵ) 事業の遂行や職員の人材育成においてステップ分析1の手法を導入する。

平成 23 年度～ 

・ 各種研修、フォーラムの実施、ステップ分析の導入 

 

イ 職員のモチベーション向上やチャレンジ精神発揮のための組織風土づく

り 

(ｱ) 各組織の目標やビジョンづくり等において、職員の参加・対話を進め、

その中で出てきたアイデアを積極的に活かすポジティブ・アプローチ2手

法等を活用することにより、職員の主体的・創造的な行動の誘発を図る。

(ｲ) 「チャレンジ事業」の評価・顕彰制度の導入 

職員のコーディネート能力・発想力・チャレンジ精神の育成やモチベ

ーションのアップなどをめざして、目標達成が難しい課題にチャレンジ

し、創意工夫により成果をあげた事業を積極的に評価する（ベストプラ

クティス3事業評価）とともに、企業・市民活動団体・地域団体などのコ

ーディネート等により事業費を極力使わずに実施できた地道な取組を、

「チャレンジ事業」として光を当て顕彰し、情報共有を行う。 

 (ｳ) 定期的な職員アンケートの実施 

業務の改革・改善や職員のモチベーション向上に資するよう、定期的

に職員アンケートを実施する。 

平成 23 年度  

・ ポジティブ・アプローチ手法の活用に向けた研修を実施し、以降、

実施効果が見込める部署で順次、活用する。 

・ ベストプラクティス事業評価を実施するとともに、「チャレンジ事

業」を顕彰する仕組みの構築及び周知を行う。 

・ 職員アンケートの実施 

 
1 ステップ分析：業務のステップごとに職員自身が主体的にあり方を分析し、行政の担うべき役割ないし

担い手の最適化について意識を高め、協働による新しい形の公共づくりを主体的に作り出す分析手法。 
2 ポジティブ・アプローチ：特定のテーマの関係者が一堂に集まって話し合い、組織や地域の強み・価値

を発見し、それらが最大限発揮された時の「ありたい姿・状態」を描き、共有することで、より次元の

高い共通の目標の創出及び、その実現に向けた主体的なアクションプランの生成につなげる手法。民間

企業では、組織活性化等の有効な手法として、また、自治体においても計画の立案や協働のアクション

プランづくり等に活用されている。 
3 ベストプラクティス：最も効果的､効率的な実践の方法 
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平成 24 年度～  

・ 顕彰制度の導入 

 

ウ 職員の市民活動参加促進のための仕組みの導入 

  職員が、市民の一人として、地域の行事やＮＰＯ活動など大阪市におけ

る市民活動に参加することを促進するための仕組みを検討する。 

平成 23 年度 

・ 仕組みの導入 

目 標 

ア 平成 23 年度中に、(ｱ)～(ｵ)を導入する。 

イ(ｱ)  平成 23 年度は、ポジティブ・アプローチ手法の活用に向けた研修を

実施し、以降、実施効果が見込める部署で順次、活用する。 

 (ｲ) 平成 23 年度にベストプラクティス事業評価を実施するとともに、「チ

ャレンジ事業」を顕彰する仕組みの構築及び周知を行う。 

(ｳ) 平成 23 年度中に、職員アンケートを実施する。 

ウ 平成 23 年度中に、職員の市民活動参加促進のための仕組みを導入する。
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事項 2‐⑥ 新しい市政改革を進めるための人材マネジメント 

趣旨・目的 

人材は組織の礎であり、限られた人材の士気と能力及び組織パフォーマンス

の向上(職員数抑制への対応)と、仕事の目標・機軸の明確化、人事評価の透

明性の向上、職員間の認識共有化など「仕事の見える化」(職員気質の多様化

等への対応)を推進する。 

５年間の 

主な取組 

ア 地域力の強化と公共の再編など新しい大阪市政に求められる職員像を明

確化し、人物重視の採用を推進。また、社会人経験者の採用を推進 

平成 24 年度～ 

・ 平成 24 年度の新規採用者からこれまでのあり方を見直し社会人

経験者の採用を推進 

 

イ 多角的な視点から物事を見つめることのできる人材と、特に高度な専門

性を有する人材とをバランスよく養成(一般行政職員) 

(ｱ) 若いうちに区役所を含む複数の所属を経験させるなど「多角的な視  

点」を養成し、縦割りの弊害防止、風通しの良い組織風土を醸成。 

 (ｲ) 特に高度な専門性が必要な職域では、資質ある者に同一業務を相当期

間経験させるなど専門性の高い人材を養成 

平成 22 年度～ 

・  平成 22 年度中に新しい人事異動基準(係員の所属間異動)を策定

し平成 23 年度の人事異動から実施 

 

ウ 区役所業務の特性を重視した人事異動の推進 

 (ｱ) 係員(一般行政職員)のうちに原則として区役所を経験させることによ

り地域主権、市民協働の感覚を習得させる。 

 (ｲ) 管理職についても、局長級への昇任に当たって区長経験を意識するな

ど、優秀な人材の区役所への配置を推進。区長への庁内公募を積極的に

活用 

 (ｳ) 昇任は年功ではなく、能力と実績で評価。また、区役所経験を含めた

多角的な経験を考慮。女性管理職を引き続き積極的に登用 

 (ｴ) 毎年「人事異動方針」を公表し、職員間の認識の共有化、異動方針の

透明性の確保を図る。 

平成 23 年度～ 

・  平成 23 年度以降､よりこれらの考え方を重視し人事異動を実施 

 

エ 人材育成のための人事評価の徹底 

 (ｱ) 人事評価は人材育成のために実施することを改めて明確化し職員の意

識浸透を図る。 

 (ｲ) 新しい大阪市政の求められる職員像の明確化など、評価の方向性のさ

らなる透明化、職員間の認識共有化を推進 

  平成 23 年度～ 

   ・ 職員研修等により意識浸透に取り組む。 

 

オ 給与制度への勤務成績の反映の推進など 

 (ｱ) 人事評価制度の評価結果を、より適正に給与(勤勉手当・昇給)に反映さ

せる制度となるよう改善 
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(ｲ) 年功的な給与上昇の抑制や職務給の原則4のさらなる徹底を行うた  

め、給料表の昇給カーブのフラット化5を引き続き実施 

  平成 23 年度～ 

・ 平成 23 年度以降も引き続き実施 

 

カ 変化に対応し役割に応じた働きができる職員を育成する階層別研修プロ

グラムの実施 

(ｱ) 若年層に対する実践力の強化 

(ｲ) 管理監督者（課長級職員）のチーム力強化に資する人的マネジメント

の強化 

 (ｳ) 基幹的人材育成のための選抜型研修 

平成 23 年度～ 

・ 平成 23 年度研修プログラムから順次実施 

 

キ 職場内コミュニケーションの推進 

 (ｱ) 市政の方向性、組織課題、業務目標等にかかる職員間の認識の共有化、

職員の市政への参加意識を醸成するため、職場内コミュニケーションを

推進 

 (ｲ) 人事異動にかかるヒアリング、人事評価面談においては、狭義の実施

目的だけではなく、前記意義を十分に認識して実施 

 (ｳ) その他にも職場内ミーティングの定例化、管理職から部下職員への声

かけ促進など、職場内コミュニケーションを推進 

平成 23 年度～ 

・ 平成 23 年度から全所属で幹部職員と若手職員等との懇談会等を

実施(各所属の不祥事根絶プログラムに明記) 

 

ク 技能職員の今後の業務のあり方の明確化 

 (ｱ) 市民に最も近い現場で市民と向き合い日々業務を遂行する技能職員業

務の特性を「地域から市政を変える」新しい取組に最大限活用 

 (ｲ) 協働の理念のもと、市民とともに地域課題の解決に取り組むことを業

務の基本認識とする。 

 (ｳ)  区役所と事業所の連携を強化 

平成 23 年度～ 

・ 平成 23 年度以降の人事異動において順次実施(地域担当制への

活用など) 

 

ケ 職員による社会貢献活動を推進 

 (ｱ) 市民協働が市政運営の柱である中、公務外であっても職員の社会貢献

に対する意識の涵養が重要であり、時間外における地域ボランティアな

ど職員による社会貢献活動を推進。 

  平成 23 年度～ 

・ 職員による社会貢献活動を実施 

 

 
4職務給の原則：給与は職務・責任に応じて決定されなければならないという原則 
5昇給カーブのフラット化：昇給による給料の上昇幅を抑制すること 
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コ 非正規職員等の活用と本務職員業務の純化 

 (ｱ) 一時的業務、補完的業務、定型的業務、あるいは、高度の専門的業務

は、臨時的任用職員、任期付職員、非常勤嘱託職員等を活用。併せて職

員 OB も長年の経験を活かせるスタッフ的業務などに活用 

 (ｲ)  そのことにより、本務職員は、協働のコーディネート、政策・施策の

企画・立案、社会秩序維持のための公権力行使、圏域における他都市と

の連携、民間事業者の調整・指導・監督などの業務に純化を図る。 

平成 23 年度～ 

・  平成 23 年度以降継続的に推進 

 

サ 服務規律の確保 ～「統制」と「主体性」から不祥事根絶へ～ 

 (ｱ) 不祥事の根絶に向け勤怠不良職員に対する徹底した指導など管理監督

者から部下職員に対する「統制」は引き続き必要 

 (ｲ) あわせて職員一人ひとりが職場や仕事の課題に気づき、主体的に考え、

行動するような職場風土の醸成が重要 

 (ｳ) そのためにも、仕事の目標・意義等の職員間の認識の共有化、評価の

透明性の向上、職場内コミュニケーションの推進を図る。 

  平成 23 年度～ 

・ 職場内コミュニケーションを推進し不祥事の根絶を図る。 

目 標 

・職員アンケートにおいて、士気と能力の向上及び仕事の「見える化」にか

かる取り組みに対する肯定的な認識 ８０％を達成する。 

・特に人事評価に対しては、理解度(理解している・おおむね理解して

る)90％、満足度(不満はない)75％を達成する。 
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事項 2‐⑦ 良きガバナンスの実現  
趣旨・目的 効率的・効果的な業務執行により、市民の信頼と共感を得る。 

５年間の 
主な取組 

ア 組織横断的に事業調整、執行管理する仕組みづくり 
市民ニーズに、より的確に対応するため、現場への権限移譲や組織全体

の情報共有化に向けた仕組みづくりを進める。 
また、コンプライアンスの徹底と事務の簡素化を実現できる効果的・効

率的なチェックシステムの検討を進める。 
さらに、柔軟かつ効率的な組織運営を行う「担当課長制6」の趣旨を維持

しつつも、職員が互いに協力し合って業務に従事することで、「職場力」を
強化するため、新たな「課制」7を導入する。 

平成 23 年度 
・ 新たな「課制」の導入開始 

  平成 23 年度～ 
・ 区役所、事業所への権限移譲と組織全体の情報共有の仕組みづく

り 
   ・ 効果的・効率的なチェックシステムの検討 
 
イ 事業コスト情報の「見える化」の促進 

職員のコスト意識をよりいっそう喚起するとともに、市民に対する説明
責任を果たすため、減価償却費や人件費などの見えにくいコストを含めた
フルコスト情報や、これまで蓄積してきた資産・負債についてのストック
情報が把握できる公会計システムを構築し、その情報を市民に公表する。

また､同システムの開発に併せて、事務事業の区分等をよりわかりやすい
ものに再整理し、今後の財政運営や不断の事務事業の総点検を進める。 

 
ウ 長期的観点から取り組む事業に係る計画の適宜見直し 
  長期的観点から取り組む事業に係る計画については、社会経済情勢に適

合させるため、今後も必要かどうかを評価するなど、計画の見直しを検討
する。 

 
エ 調査・照会等の簡素効率化の促進 
  市政改革をはじめ各種指針・計画やさまざまな取組等に関連した照会・

回答、人事・予算等に関する資料作成等については、必要最小限とすると
ともに、共同実施や書式、調査・照会項目の精査、既存資料の活用など、
できる限りの簡素化を図る。 

目 標 

ア 平成 23 年度に新たな「課制」の導入を開始する。 
  平成 23 年度～ 

区役所、事業所への権限移譲と組織全体の情報共有の仕組みづくりを
行う。 

効果的・効率的なチェックシステを検討する。 
イ 平成 25 年度に事業別等のフルコスト情報（決算）などを公表する。 
ウ 平成 23 年度に現状把握、整理に努め、方針を検討する。 
エ 平成 23 年度中に現状の把握・整理に努め、方針を検討する。 

 
6 担当課長制：課を廃止して部（あるいは部相当の室や事業所）に担当課長等の職員を配置することで課

の垣根を取り払い、部長（あるいは室長や所長）のリーダーシップのもと柔軟かつ効果的な組織運営がで

きるようにする組織体制 
7新たな「課制」：「担当課長制」の導入目的を維持しながら、適度な広がりのある職場において職員が互いに協

力し合って業務に従事することで、人材育成やチームワークを基盤とする「職場力」を強化し、部長あるいは

区長のリーダーシップをより的確に発揮できるようにする組織体制 
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(3) 地域支援力の強化に向けた取組 

 
事項 2‐⑧ 区役所権限と機能の強化  

趣旨・目的 
地域課題を地域との協働により解決するために、区役所の権限と機能の強化
を行う。 

５年間の 
主な取組 

ア 区裁量予算の拡大 
  地域ニーズをできるだけ区政に反映させるため、各区の特性に応じた事

業企画ができる予算枠を拡大 
  平成 23 年度～ 
   ・ 予算枠の拡大の実施 
 
イ 局事業の区役所への移管 
  これまで局で全市的に行ってきた事業のうち、地域防犯対策事業や子育

て支援に関する事業など、より地域の特性や区の実情に応じた展開ができ
る事業を区役所へ移管 

  平成 23 年度～ 
   ・ 地域防犯対策事業、子育て支援に関する事業等の移管 
 
ウ 局事業への区役所の関与の仕組みづくり 
  地域に関わる事業のうち局が所管するものについて、区役所が区や校区

等地域の地域ニーズや地域事情を反映するために主導的に関わることがで
きる仕組みの導入 

  平成 23 年度～ 
   ・ 仕組みの導入 

目 標 
ア 予算枠の拡大を実施する。 
イ 平成 23 年度中に、地域防犯対策事業を移管する。 
ウ 平成 23 年度中に仕組みを導入する 

 
事項 2‐⑨ 局の区役所支援の強化  

趣旨・目的 
区役所が地域の市民活動の活性化や支援その他の使命をよりよく果たせるよ
う局の支援を強化する。 

５年間の 
主な取組 

ア 区役所支援体制の整備 
（仮称)「区政会議」で議論された内容その他区役所の課題に対して本市

全体で応える仕組みを導入し、また、各局に区役所支援窓口を設置するな
ど、区役所の地域支援業務を局が支援する体制を整備する。 

平成 23 年度～ 
 ・ 体制整備 

 
イ 区役所と局の関係強化 

区役所・局間の所属を越えた交流の促進と縦割りの解消を進めるととも
に、区役所の繁忙期などにも円滑で効果的な応援体制がとれるよう、区役
所と局の関係づくりによる区役所サポーターの仕組みなど、区役所と局の
関係強化の仕組みを導入する。 

  平成 23 年度  
・ 仕組みの試行 

  平成 24 年度 
・ 仕組みを導入 

目 標 
ア 平成 23 年度中に仕組みを導入し、また、体制を整備する。 
イ 平成 23 年度中に仕組みを試行する。 
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事項 2‐⑩ 地域情報を区の施策に反映する仕組みづくり  

趣旨・目的 
正確な市民ニーズの把握や反映によって、地域の実情やニーズに応じた有効

な地域支援と適切な公共サービスにつなぐ。 

５年間の 

主な取組 

ア 地域情報の収集と共有化の充実 

  さまざまな地域情報や課題など地域担当のもとに集まる情報や、区民モ

ニター等の広聴担当に集まる情報など区役所が集約できる情報を整理・加

工し、その共有化を進め、区の施策に反映。 

平成 23 年度～ 

 ・ 各区における情報収集体制の強化 

 

イ 地図情報システムの利用拡大 

  国勢調査などの統計情報をはじめ、市が保有する情報を、地図情報とし

て地域に提供し、あるいは地域担当者が地域実情や課題の把握につなぐこ

とにより、地域に対する支援を充実する。 

平成23年度～ 

   ・ 地図情報システムを活用した統計情報等の提供による支援 

 

ウ 既存の仕組みの活用 

  地域住民をはじめ民生委員や保健・医療・福祉関係者など地域のネット

ワークにより地域の福祉課題の発見や相談支援等に取り組み、関係先への

提言や市政に反映させる仕組みとして構築されている地域支援システムな

ど既存の仕組みの活用を検討する。 

平成23年度～ 

   ・ 地域支援システム等の活用 

 

エ さまざまな情報を集約し活用する土壌づくり 

  これらの情報が、（仮称）「区政会議」などで活用され、必ず区役所や局

の必要な部署に届き、適切に対応されるよう、既存のシステムの充実や統

合など、情報共有の仕組みづくりを各区において検討・実施する。 

  平成23年度～ 

   ・ 各区における情報共有体制の強化 

目 標 平成 23 年度中に、各区において情報共有の仕組みを導入する。 

 

事項 2‐⑪ 区役所・コミ協区支部協議会・区社協の連携による地域活動支援の充実  

趣旨・目的 

区役所・コミュニティ協会各区支部協議会（コミ協区支部協議会）・区社会福

祉協議会（区社協）の三者が連携することにより、地域の市民活動をより有

効に支援する。 

５年間の 

主な取組 

三者がより緊密に連携し、地域で活動する団体間の連携促進や運営支援、

団体との協働事業の実施、地域団体への活動支援、地域住民による市民活動

の組織化の支援、（仮称）「地域活動協議会」の立上げや運営等への支援など

により地域の市民活動をより有効に支援する。 

平成 23 年度～ 

   ・ 三者連携策のあり方検討 

   ・ 区における中間支援機能の拡充 

目 標 平成 23 年度中に、三者による連携強化に向けた新しい取組を導入する。 
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(4) 市民サービスの向上と区役所事務の効率化に向けた取組 

 

事項 2‐⑫ 区役所事務の効率化  

趣旨・目的 市民サービスの向上を図るとともに区役所事務の効率的な実施を図る。 

５年間の 

主な取組 

ア 窓口業務の効率化 

(ｱ) 証明書発行業務の外部委託化 

  平成 23 年度 

・ 一部のサービスカウンターで委託化、検証 

平成 24 年度～ 

   ・ 外部委託化 

(ｲ) 区役所窓口以外の証明書発行サービスの導入検討 

   （証明書自動交付機又はコンビニエンスストアのキオスク端末による証

明書の交付等） 

  平成 23 年度 

   ・ 導入手法を検討し、方針を策定   

(ｳ) 業務端末の統合や業務システムの連携強化 

  次世代 IT 基盤の構築による連携強化 

平成 23 年度  

・ 次世代 IT 基盤開発着手 

平成 25 年度～ 

・ 各業務システムを順次次世代 IT 基盤に移行し、業務端末の統合

や業務システム間の連携を強化 

 

イ 事務事業の共同実施 

庶務関係業務やバックオフィス業務など、集約化や複数区連携により効

率化できる事務事業の検討 

平成23年度 

・ 共同実施のあり方の検討 

目 標 
ア 平成23年度中に、窓口業務の効率化の方針を策定する。 

イ 平成23年度中に、事務事業の共同実施の方向性を取りまとめる。 
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３ 持続可能な大阪市を支える行財政基盤の構築 

 

事項 3-① 「事務事業総点検」等に基づく点検・精査 

趣旨・目的 

ア 点検・精査 
「中期的な収支均衡に向けた対策のフレーム」における「さらなる経費

削減 約120億円」の実現をめざし、「事務事業総点検(中間取りまとめ)」
に引き続き、総点検で問題提起を行った事業について点検・精査 

 
イ 経費節減の徹底 

さらに、日常の事務にかかる経費についても、ムダの排除を徹底するた
め、これまでの取組や今後の方向性について、あらためて検証 

５年間の 

主な取組 

ア 点検・精査（対象 940 事業） 
(ｱ) 国等の基準どおりと言えるものは、約200億円。その他は、比較的豊

かな税収を背景に、市民の要請等に応じて、大阪市が独自に実施してき
た事業と言え、税収が大幅に落ち込み、急速な回復は見込みがたい現在
の状況下では、事業のあり方等について他都市水準なども考慮し、見直
しの検討が必要。 

他都市水準比較で「上回っている」「比較困難」と整理した事業の所
要一般財源ベースでは、1億円を超えるものが総額の９割以上を占める
ことから、見直しの検討対象として、金額の大きい事業を優先。 

こうした事業について、地域力の復興、市民生活の基盤づくり、大都
市大阪の活力・貢献の視点から、必要性、優先性、有効性、費用対効果、
担い手・手段の最適化等について精査 

以上のような検討をもとに、中期的な財政収支概算との関係等をふま
えつつ、施策効果検証のために「政策試行」として数年間事業を休止す
ることや、今後、増加が確実に見込まれる経費について、上限設定（キ
ャップ制）の導入など、いくつかのシナリオを設定 

なお、１億円以下の事務事業並びに今回は点検・精査の対象としなか
った「引き続き改善しながら実施するもの」に分類した事務事業につい
ても、現行のPDCAサイクル8や分権型予算編成システム9のもとで、各
所属が主体的に、上記の検討内容などをふまえ不断の見直しに取組む。
その際には、社会的ビジネス等の可能性など、地域力の復興の視点から
も重点的に精査 

 
(ｲ) 競争性のない随意委託契約 

   対象940事業 競争性のない随意契約委託料総額 193億円(事業費ベース)
【内訳】外郭団体等 98億円 IT経費 39億円 その他 56億円 

[その他の主なもの] 予防接種、検診関係経費事業 22億円 
         あいりん・ホームレス等関係経費 11億円 など
 

 

8ＰＤＣＡサイクル：施策・事業に必要な要素である企画（Plan）、運営（Do）、評価（Check）、改善（Action）

の頭文字を取ったもの。企画から改善までを一貫した流れのものとしてとらえ、さらにそれらを循環さ

せることで、以降の事業・計画の改善に結びつけようとする考え方 

9分権型予算編成システム：各局・区役所が現場自らの主体的な判断と責任のもと、市民ニーズを的確に捉

えるとともに、事業効果の検証・評価を通じて施策の優先順位を定め、施策の選択と集中を図る予算編

成手法をいい、平成 17 年度予算編成より導入 
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   その他56億円については、主な事業を見ると、一律に削減目標を設定
することは難しいと考えられるが、長期間契約内容の見直しがなされ
ていない場合や、民間事業者等のサービス提供が広がる中でより効率
的な委託先がないかなど、今日的な妥当性について、各所属のチェッ
クを徹底し個別に精査 
※ 外郭団体等やIT経費については、分野別に対応 

 
イ 庁舎・事務所の光熱水費 

  既に、都市整備局ファシリティ・マネジメント10担当において、施設
管理者が、日常的な維持管理の中で自ら行なうことのできる省エネルギ
ー化の手法を「光熱水費の節約に向けたアイデア」としてまとめ、庁内
ポータルにも掲載して周知し、庁舎や事務所等での導入に向けた取組を
推進 
  本庁舎においても、適正温度（夏28℃、冬20℃）による冷暖房、昼
休みの消灯などによる節電や、手洗いの自動水洗化による水量削減など、
あらゆる手法で節約 
 庁内共用部分で平成19年度から先行実施している照明器具の間引き

点灯について、今年度は本庁舎4階南側事務室でも試行し、この10月か
らは、本庁舎全体で順次実施を予定しているほか、各階の給湯室に設置
している貯湯式給湯器を廃止してガス使用量を節約するなど、新たな節
減も実施 
 こうした光熱水費にかかる節約の手法を全庁で共有し、引き続き、徹

底したムダの排除に強力に取り組む。 
（参 考） 

照明器具の間引き点灯による本庁舎の電気料金削減効果  年間約130万円 
貯湯式給湯器の廃止によるガス料金削減効果  年間約200万円 

 
ウ 広報印刷物、物品の購入 

(ｱ) 広報印刷物については、従来の削減に加え、今年度からは、より効果
的・効率的な広報印刷物を作成する観点から、「情報発信ガイドライン」
を改訂。残部数の把握・必要部数の精査の必要性等を盛り込み、職員の
広報印刷物削減に向けた意識向上を推進 
 さらに各所属において「広報印刷物発行計画」を作成し、情報共有す

るとともに、発行の時期・内容等が類似しているものは整理統合し、全
市的に広報印刷物を削減。また、ホームページや携帯端末と連動した広
報の工夫、民間広報誌とのタイアップなどを推進 

 
10 ファシリティ・マネジメント：大阪市が所有する建物（ファシリティ）を市民共有の財産として、また、

貴重な経営資源として捉え、全庁横断的な視点から総合的な有効活用を図る取り組み（マネジメント） 
11 PPC 用紙：普通紙複写機という意味で、それに使う用紙（Plain Paper Copier の略） 
12ＩＴ(Information Technology) ：コンピュータやネットワークといった情報処理関連の技術の総称 
13 パッケージ：特定の業務あるいは業種で広い用途に利用することのできる既製の市販ソフトウェア 
14ＡＳＰ（Application Service Provider）：インターネットを通じて、ビジネス用のアプリケーション

ソフトを顧客にレンタルする事業者又はその提供形態 
15不用額：当該年度に支出しなかった歳出予算の残額 
16裁量経費：各局・区役所への包括的な財源配分のもと、一義的には各局・区役所の主体的な判断により

実施する事業などに要する経費 
17競争性のない随意委託契約：競争入札方法によらない随意契約のうち、企画競争や公募など競争性のあ

る契約形態以外の委託契約 
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 今後５年間で、作成経費が2千万円以上の所属は対22年度予算比較で
20％削減、それ以外は10％削減をめざす 

(ｲ) 物品の購入に関して、全庁的に日常の事務に使用する物品（PPC11用
紙、ファイル類など）については、統括用品として市販品を集中購買し、
必要部署へ直送することにより、安価で安定した供給及び各所属の契約
事務の軽減に寄与しているが、今後も引き続き、実施するとともに、状
況に応じて対象品目を精査 

 
エ IT12経費 

本市には約１６０の情報システムが整備され、一般事務用パソコンも
整い、ITが日常業務に不可欠な基盤となったが、これらの維持管理に経
費が増嵩していたことから、平成19年度よりシステムの新規整備や改修
時に総務局IT担当との協議を義務付け、パッケージ13やASP14の利用、
システム統廃合、随意契約の弊害やブラックボックス化の防止のため、
複数年契約を行う総合評価一般競争入札などを指導 

予算編成にあたっては、調書の詳細化・標準化を行い、システムの機
能を保持しつつ、委託作業にムダがないか、他に安価なサービスを利用
できないか等の観点で精査 

３年間の取組により、平成19年度予算（約171億円）に比して約22
億円を削減 

また、基幹的システムの経年劣化による経費とリスクの増大に対し、
新たな技術に適応した効率的なIT基盤の構築など、長期的な経費の低廉
化をめざした再構築計画を策定し、順次進めていく予定 

業務へのシステム導入は、人件費を抑制するものの、その事務の量や
複雑さ、システム適用範囲に比例して経費が増大するため、今後は、業
務そのものの簡素化・標準化を行い、過剰な事務の省略が必要 

こうした取組のもと、競争性の確保やパッケージの利用等、これまで
に行ってきた効果のある手法を駆使して指導調整にあたり、さらなるIT
経費の抑制に努める。 

 
オ 「公の施設」の管理及び指定管理者制度 

「公の施設」の管理については、施設の目的を最大限に発揮できるよ
うな管理のあり方を検討する必要があり、行政が直接担う必要があるか
どうか十分精査し、指定管理者制度をはじめ可能な限り民間活力の活用
を図ってきており、今後も引き続き、このような取組を推進 

このうち、指定管理者制度については、平成22年10月現在で352施
設に導入しており（図参照）、利用者サービスの向上を実現するとともに、
平成17年度から平成21年度までの５年間で約45億円の経費を縮減 
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公の

施設
①―②

指定管

理者制

度を導

入した

もの

導入率

① ③ ④ ④／③

教育・文化 619 554 学校、幼稚園、図書館　など 65 65 100%

スポーツ・レクリエーション 133 51 公園内施設（動物園　など） 82 82 100%

社会福祉 205 138
保育所、更生相談所、こども相

談センター など
67 65 97%

環境・保健・衛生 45 30
保健所、保健福祉センター、病

院 など
15 15 100%

供給処理等 74 62 上下水道、小霊園　など 12 12 100%

流通、産業経済等 4 3 中央卸売市場 1 1 100%

消防・防火 1 1 1 100%

公園※ 975 973 天王寺公園、小公園　など 2 2 100%

道路・河川・駐車場 109 2 道路、河川 107 107 100%

港湾 391 389 岸壁、臨港道路　など 2 2 100%

市営住宅 432 432 市営住宅 0 ― ―

交通 3 3 地下鉄、バス、ニュートラム 0 ― ―

計 2991 2637 354 352 99%

個別の法律において管理主体が限定さ

れているもの、指定管理者制度以外の

方法で効率化を図っているもの　など

指定管理者制度の導入状況（平成22年10月現在)

②

未導入の２施設のうち、弘済院第１特別養護老人ホームについては、
平成23年4月から導入。児童院についても今後、導入を予定 
※ 公園については、既に指定管理者制度を導入済みの長居公園、八幡屋公
園の導入効果を検証し、鶴見緑地など大公園への導入について今後検討 

 
（参考）現在の指定管理者制度導入施設の指定期間満了時期 
  平成22年末：２施設 平成22年度末：３施設 平成23年度末：184施設

平成24年度末：17施設 平成25年度末：140施設 
平成26年度末：５施設 平成27年度末：１施設 

 
カ 不用額15の圧縮と事務事業総点検による削減 

(ｱ) 平成21年度2月補正予算において、執行状況の精査等により、初めて
減額補正を行い、不用額を圧縮 

平成23年度予算編成においては、PDCAサイクルの確立に資するた
め、予算編成段階からさらなる精査を加えることとし、平成21年度決算
の裁量経費16に関する不用額のうち、突発的な要因によるものを除いて、
所要一般財源の▲50％相当を各所属への配分から減額 

配分額を元にした各所属での事業の見直し等の具体化にあたって、既
述の「点検・精査」「競争性のない随意委託契約17」「庁舎・事務所の
光熱水費」「広報印刷物、物品の購入」「IT経費」などの取組や考え方
を、あらためて示し、経費削減を推進 

(ｲ) 「事務事業総点検（中間とりまとめ）」における平成23年度削減額に
ついては、21事業を財源配分に反映 

目 標 
「中期的な収支均衡に向けた対策のフレーム」における「さらなる経費削減

約 120 億円」を実現する。 
（見直し可能となったものから速やかに、平成 23 年度以降の予算等へ反映）
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事項 3-② 市民利用施設等及び都市基盤施設等の管理のあり方検討 

趣旨・目的 

市民利用施設をはじめとする各種施設、道路・橋梁等の都市基盤施設の管理

のあり方について、社会的ニーズや社会経済環境の変化等に基づく、必要性、

有効性、管理のあり方等についての方向性を明らかにする。 

５年間の 

主な取組 

ア 市民利用施設等 

(ｱ) 市民利用施設について、これまで施策目的ごとに施設整備を進めてき

た手法を見直し、効果的・効率的な施設の維持・運営や「施設提供サー

ビスからソフトな施策サービスへ」の観点から、市民ニーズに応じた利

用が可能となるよう、施設の廃止・転用や機能統合なども含め、活用方

策を精査する。 

  （例えば） 

・ 男女共同参画センター(５館)の必要性・妥当性や総合的利用の検討

・ 総合生涯学習センター・市民学習センター（５館）の必要性・妥当

性や総合的利用、他施設との統合等の検討 

・ スポーツ・健康づくり施設など、これまで進めてきた１区１館の是

非や施設の民間移管の可能性についても検討 

 

(ｲ) 市民利用施設をはじめ本市の施設全体について、民間サービスの成長、

他都市の状況との比較、利用実態、さらには交通利便性の向上や本市の

財政状況など、効果的・効率的に施設の維持・運営を図る必要があり、

配置のあり方、活用方策等も含め精査する。 

 

(ｳ) 検討にあたっては、局を超えた横断的な課題として、全庁的な検討体

制を構築する。 

 

イ 都市基盤施設等の管理 

道路・橋梁・上下水道などの都市基盤施設等の維持管理については、施

設等の特性に応じて、施設の長寿命化、維持管理費の平準化、ライフサイ

クルコストの最小化など、予防保全の考え方に基づく戦略的維持管理（ア

セットマネジメント）を推進する。 

国の成長戦略にある「社会資本ストックの効率的、戦略的な新設・維持

管理の実現」に向けて、維持管理水準等の最適化や限られた財源での維持

管理の仕組みなど、財政状況を考慮した施設のマネジメントについて取り

組む。 

目 標 

ア 市民利用施設等 

平成 25 年を目途に方針を策定する。その方針に沿って実施計画を取り

まとめる。 

イ 都市基盤施設等の管理 

平成 25 年度までに方針を策定し推進していく。 
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事項 3‐③ 外郭団体等18のあり方検討 

趣旨・目的 

外郭団体等については、平成22年7月に存在する全ての団体（118団体）に

ついて、個々の団体の役割、出資・出捐比率の程度を基に、派遣職員による

人的関与の有無、補助金等や競争性のない随意契約の委託料による財政的関

与の度合いなどから本市の関与のあり方を精査するとともに、今日的な視点

から改めて全団体の存在意義、事業内容の検証・見直しを行い、解散、統廃

合、関与の見直しによる指定解除、監理のあり方の見直し等を行う。 

５年間の 

主な取組 

見直しの方針 

外郭団体等の本市のまちづくりに果たす役割、存在意義について、今日的

視点で一から検証し、見直す。 

検証・見直しにあたって、外郭団体自らの提案を受けて見定める手法や団

体としての業績評価等を導入する。 

今後の外郭団体のあり方として、ターミナルなどの活性化の核として企画

事業を展開する。 

（例えば） 

大阪地下街㈱、㈱大阪市開発公社等については、管理会社から企画事業

会社への転換の可能性について検討 

外郭団体等評価委員会の提言等をふまえ、団体の存在意義については団

体の役割、今後の使命などを業務目標とあわせて情報公開する。また、団

体の方向性・監理のあり方を示すとともに、団体数、派遣職員・本市ＯＢ

役職員数、競争性のない随意契約委託料等について、見直し目標を新たな

外郭団体改革計画素案に盛り込み、引き続き取組を推進する。  

目 標 

・ 団体数の見直し：平成 22 年 7 月時の１／３以下 

・ 派遣職員の引きあげ：平成 22 年 7 月時の１／２以下 

・ 本市ＯＢ役職員の見直しとして、本市ＯＢ職員の就任が必要な最低限の

ポスト（役員 39 ポスト）以外：公募制を導入する。 

・ 本市ＯＢ役員報酬水準の引き下げ： 

報酬上限 900 万円～630 万円に引き下げる。 

（導入予定の業績評価を活用し、役員報酬インセンティブ19を設定）

・ 委託料の見直し： 

委託料総額については、3 割削減。また、競争性のない随意契約につ

いては、5 割削減する。（いずれも 21 年度決算比） 

 

 

 
18外郭団体等：監理団体（資本金、基本金その他これらに準ずるものに係る本市の出資・出えん比率が 25％

以上であり、かつ、その比率が最も大きい団体など）、報告団体（資本金、基本金その他これらに準ずる

ものに係る本市の出資・出えん比率が 20％以上で監理団体を除く団体）及び事業関連団体（業務委託、

派遣職員など本市の関与が大きい団体で、大阪市外郭団体等調整会議が指定する団体） 
19 インセンティブ：業務の成果や実績に応じて給料や賞与などを変動させる制度 
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事項 3－④ 都市基盤施設等の経営形態等のあり方検討 

趣旨・目的 
港湾、上下水道、交通、廃棄物処理等については、官民の役割分担、委託化、
指定管理者制度等の民間活力の導入、より望ましい経営形態などの観点から
方向性を示す。 

５年間の 
主な取組 

 

ア 港湾事業：大阪港埠頭公社の株式会社化や阪神港の一体化 
国内ハブ機能の再構築と東アジアの国際ハブポート20をめざす阪神港に

おいて、民間のノウハウや資金を活用し、より柔軟で効率的な経営を推進
すべく、埠頭株式会社にコンテナターミナル等の経営を一元化する。埠頭
株式会社はターミナル経営の効率化とともに広域からの貨物集約に取り組
むことにより、港湾コスト低減や荷主に対するサービス向上を図り、戦略
的な港湾経営を実現する。 

 
イ 中央卸売市場：市場の運営形態 

少子高齢化や市場外流通の増加等による取扱数量の減少など経営環境が
厳しくなる中、国において進められている「卸売市場の将来方向」の検討
などをふまえ、戦略的な視点を持った市場運営をめざし、よりいっそうの
効率的な管理運営のため、総合メンテナンス方式や指定管理者制度の導入
などの方策について検討を行うとともに、今後の大規模な施設整備にあた
っては、PFI21方式など民間活力の導入について検討を行う。 

 
ウ  高速道路：高速道路網の強化・充実 

料金体系の一元化、都市圏高速道路等の整備・維持管理の実現に向けて
法・制度の創設など国等への要望活動を行う。 
(ｱ) 料金体系の一元化 

都市圏の高速道路等の運営主体間で異なる料金体系を解消し、地域の
実情をふまえた対距離制22の導入 

(ｲ) 都市圏高速道路等の整備・維持管理 
償還期間を抜本的に見直し、料金収入による整備・維持管理を行う。

 
エ 上下水道事業：経営改革の推進、内外への水ビジネスの展開等 

(ｱ) 経営計画を策定し、長期的な水需要の動向、施設の老朽化などをふま
えた供給体制の再構築、事業所の統合・再編及び委託化の推進等による
事業持続性の確保･向上を図る〔上水道〕。 
（取組内容） 

・ 未納整理業務の委託化、浄水場維持管理業務の再構築などによる
効率化 

・ 8 営業所・４水道工事センターの統合再編など 
 
 
 

 
20国際ハブポート：元は車輪のハブとスポークの意味で、船舶航路において物流の中心として機能する拠

点。高規格コンテナターミナルを中心に低コスト・効率的なコンテナ物流を実現し、荷主に対するサー

ビス向上を図る。 
21ＰＦＩ：公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用して行う

手法（Private Finance Initiative の略） 
22対距離制：利用する距離に応じて料金が変わる料金制度。対距離料金制 
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(ｲ) 大阪市の水・環境の技術・ノウハウ等と関西の企業のすぐれた要素技
術を結び付けて、海外の水・環境問題の解決や関西経済の活性化などに
貢献していくため、「（仮称）大阪市 水・環境技術海外展開推進機構」
を立ち上げ、経済界と連携して、各国のニーズなどを十分に把握し、コ
ンソーシアム23の形成など戦略的な官民連携方策について検討する〔上
下水道等〕。 

 
オ 交通事業： 

(ｱ) 改革型公営企業としての取組を推進 
Ａ  効率的な事業運営 

市民・利用者によりわかりやすく、客観性のあるものにするため、
交通局としての生産性指標を定めて、見える形で経営改善を進める。

Ｂ  市営交通社会貢献等戦略プラン（平成 22 年度中策定予定）の推進
市民・利用者への利益の還元、社会的責任の遂行、社会一般への貢

献に向けて、「環境」「ひとにやさしい市営交通」「集客観光」の 3 つ
のテーマを主要な柱に位置付けた施策を推進していくとともに、利用
者のニーズに応じた料金施策、私鉄との連携強化、駅スペースの活用
といった戦略的展開にも取り組む。 
（施策例） 

エコモデル駅の設置、可動式ホーム柵の導入、アジア等からの個
人観光客の誘致、地下鉄通学定期券の 20％値下げの検討、相互直
通運転の利便性向上、駅ナカ事業の展開 など 

Ｃ 市営バス事業の改革プラン「アクションプラン」の推進  
バス事業の収支均衡を図り、持続可能なバスサービスを提供するた

め、「アクションプラン」を着実に実施していく。 
以上のような改革型公営企業の取組により、企業体質の強化、市民・

利用者からの信頼感の向上に努め、その取組を精査する。 
(ｲ) 経営形態の研究・検討 

   改革型公営企業として経営改善等の取組を進めながら、より効率的で、
市民・利用者に最適なサービス提供ができる経営形態について、海外の
事例や他事業者の動向も参考に、地方公営企業、株式会社、上下分離方
式24などさまざまな経営形態のメリット・デメリットや現実的な課題等
を整理したうえで、研究・検討を行う。 

 
カ  廃棄物処理：焼却工場の独立採算、収集の民間委託化など廃棄物処理事

業全体の経営形態のあり方 など 
(ｱ) 事業運営の効率化、工場群の一体的な管理や職員の技術力を確保しな

がら事業を運営できるといった観点から、地方公営企業への移行を図り、
事業運営の透明性の確保、独立採算による職員意識の向上、柔軟な組織
体制の構築などを実現する。 

(ｲ) また、収集部門における民間委託の拡大、「二人車付作業25」の拡大な
ど収集体制のよりいっそうの効率化等を図る。 

 
23 コンソーシアム：連携、提携のこと。事業形態としては、複数の企業からなる企業連合 
24 上下分離方式：鉄道や空港などで、線路や滑走路などの土木構造物を所有する「施設保有主体」とそれ

らを利用して運営を行う「運営事業主体」に組織を分けて、業務を行う方式 
25 二人車付作業：車両１台当り２名の体制でごみ収集作業を行うこと。 
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目 標 

ア 港湾事業 
・ 平成 23 年大阪港埠頭公社の株式会社化 
・ 平成 27 年を目途に大阪港埠頭株式会社と平成 23 年に株式会社化が

予定されている神戸港埠頭公社の経営統合をめざす。 
イ 中央卸売市場 

平成 25 年度までに、総合メンテナンス方式を導入するとともに指定管
理者制度の導入等の結論を出す。 

ウ 高速道路  料金体系の一元化等の早期実現 
エ  上下水道事業 

・ 平成 22 年度中に平成 23 年度から始まる 5 年程度の経営計画を策定
し推進する〔上水道〕。 

・ 平成 23 年度に「（仮称）大阪市 水・環境技術海外展開推進機構」を
立ち上げる〔上下水道等〕。 

オ 交通事業 
・ 平成 23 年度中に平成 24 年度から始まる中期経営計画を策定し推進

する。 
・ バス事業 平成 27 年度までに収支均衡を図る。 

平成 22～23 年度に地域とともに赤バスの利用促進に努
め、併せて需要の検証を行う。これをふまえて、平成 23 年
度末にバス路線の抜本的な再編を実施する。 

カ 廃棄物処理 
・ 焼却工場 平成 25 年度を目途に公営企業化を図る。 
・ 収集輸送 

・粗大ごみ収集や環境整備業務（不法投棄処理等）の一部について民
間委託化を図る。 

     【委託率】粗大ごみ収集（目標 平成 27 年度 100％） 
          環境整備業務の一部（目標 平成 27 年度 75％） 

・「二人車付作業」の拡大（目標 平成 27 年度 車両台数の 25％）
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事項 3－⑤ 公共事業のあり方検討 

趣旨・目的 

今後の公共事業の見通しの精査を行いながら、「大阪市経済成長戦略」等を

ふまえた「選択と集中」の方針のもと、公共事業のあり方を整理し、効果的、

戦略的に公共事業を実施していく仕組みづくりを進める。 

５年間の 

主な取組 

ア 現状 

 公共事業費については、これまで継続的に削減を進めてきており、 

ピークの平成 7 年度と比較すると△81％の減となっている。 

平成 22 年度までを対象とする市政改革マニフェストでは、平成 17

年度当初予算ベース 1,979 億円の△25％（△500 億円）の 1,479 億

円へ削減させることとしていた。この目標と比較して、実績は△49％

（△974 億円）となっており、大幅な削減となっている。 

 

＊公共事業費の推移 

年  度 事業費 

平成 7 年度決 5,333 億円 

平成 17 年度当予 1,979 億円 

ﾏﾆﾌｪｽﾄ平成 22 年度目標 1,479 億円 

平成 22 年度当予 1,005 億円 

 

 今後の公共事業のあり方については、非常に財政事情の厳しい中、経

済成長を見据え、安全・安心な市民生活、都市活動や経済活動を支える

ための都市基盤の適切な維持管理水準を保持しつつ、限られた財源の中

で費用対効果を見きわめ、事業の選択と集中を図る必要がある。 

 

イ 公共事業のあり方検討の観点 

今後の公共事業について、以下の観点を基に検討する。 

(ｱ) 安心・安全の確保（施設の維持補修等を含む）を優先しながら、地域  

力の復興、未来への投資、都市格の向上の観点から実施 

(ｲ) とりわけ新規事業は、必要性・重要性・緊急性などについて慎重に検

討して厳選 

(ｳ) 特に多額の公債償還が続く平成 27 年度までをどう乗り切るかの対策

が必要 

 

ウ 取組の進め方 

 (ｱ) 平成 22 年度:公共事業のあり方を整理 

Ａ 選択と集中の考え方の方向性 

(A) 安全・安心につながる事業 

(B) 地域力の復興 

(C) 未来への投資 

(D) 文化が薫る都市格を備えたまち など  

Ｂ 事業費抑制の考え方の方向性 

(A) 事業時期の調整 

(B) 財源の確保 など 

(ｲ) 平成 23 年度以降 

公共事業については、これまでの事業抑制などにより実施を調整して

きたところであり、市政改革マニフェストの対象期間が終わる平成 23

年度以降については、経済成長に資する事業の着手なども想定されるこ
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とから、事業費が増加していく傾向にある。 

こうした状況をふまえ、今後の公共事業については、平成 22 年度の

公共事業費（税等ベース）の水準を超えないよう事業の選択と集中を進

める。そのために、今後５年間の事業を厳選するための全庁的な検討体

制を構築し、その「厳選」の結果を具体的な予算編成作業に反映させて

いく仕組みづくりを進め、今後の起債の償還動向にも留意しながら、効

果的、戦略的な公共事業の実施を図っていく。 

目 標 

今後５年間の事業を厳選するための全庁的な検討体制を構築し、平成 27 年

度までを目処に、事業の選択と集中を進めながら、おおむね平成 22 年度の

公共事業費（税等ベース）の水準以下で、公共事業の実施を図っていく。 
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事項 3－⑥ 職員数・人件費のあり方検討 

趣旨･目的 

事務事業の点検・精査、施策･事業の再構築をふまえ、中期的な財政収支概

算のベースとしている職員数削減及び給料等のカットに加えて、さらなる抑

制に向けて、超過勤務手当の削減、管理職ポストの削減などを基本的な考え

方として取り組む。 

５年間の 

主な取組 

ア  中期的な財政収支概算のベースとなる人件費削減額の取組 

(ｱ) 職員数の削減 

Ａ  職員数の削減目標 

 5 年間で▲4,000 人を削減 （削減率 ▲10.2％） 

Ｂ 主な事務事業の見直し項目 

(A) 事業所の再編統合 

(B) 施設の廃止 

(C) 保育所の民営化 

(D) 委託化の推進 

(E) 派遣職員の引き上げ 

(F) 嘱託･再任用職員の活用 

(G) 公営企業のさらなる効率化  など 

 

   ※その他、技能職員の活用等に併せて取り組む。 

  

(ｲ) 給料等のカット 

Ａ 人件費予算額（一般会計第一部） 

    平成 22 年度 2,362 億円  

⇒ 平成 27 年度 2,130 億円（削減率▲9.8％） 

    [中期的な財政収支概算ベース] 

    平成 22 年度 2,362 億円  

⇒ 平成 30 年度 2,059 億円（削減率▲12.8％）

Ｂ 給料月額のカット率の推移 

 課長代理級以上 係長級以下 

平成 21 年 4.月 1 日 5.0% 3.8% 

平成 21 年 12 月 1 日 5.0% 3.3% 

平成 22.年 4 月 1 日 5.7% 3.7% 

※ 給料月額のカットについては、中期的な財政収支概算のベースを確

保するため継続するが、カット率については、人事委員会勧告の状況

をみながら年度ごとに検討 

なお、管理職手当については、平成 29 年度まで 10.0%カットを

継続 

 

イ さらなる削減に向けて 

(ｱ) 超過勤務手当については、これまでも「時間外勤務の縮減にかかる指 

針」を策定し削減に取り組んでいるが、長期的な目標としては平成 22

年度予算(75 億円〔一般会計第一部〕)に対して半減をめざし、さらな

る削減に取り組む。 

⇒ 平成 23 年度においては、前年比 10 億円の削減をめざす。 
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(ｲ) 行政委員会委員の報酬額を「大阪市特別職報酬等審議会」の意見に基 

づき、月額制から日額制への見直しを行うため、平成 22 年度に条例改

正を行う。 

⇒ 平成 23 年度から日額制への見直し、削減を行う。 

(ｳ) 平成 22 年 4 月現在の管理職ポスト数 7,891 を、5 年間で 850 のポ

スト数削減を行う。 

⇒ 職位間のバランス維持の観点から、年度ごとの職員数の削減状況を

勘案しながら順次削減を行う。 

 

ウ  さらなる給与制度の改革 

(ｱ) 努力した者がより報われる給与制度とするため、人事評価制度の評価 

結果がさらに給与制度(勤勉手当･昇給)に反映されるよう改善していく。

(ｲ) 定年延長を見据えた新しい人事給与制度を構築するため、プロジ 

ェクトチームで検討していくとともに、第三者機関である人事委員

会とも意見交換を行う。 

(ｳ) 定年延長に向けて、総人件費の増加を抑制する観点から、本市独  

自の給料表導入の検討を行う。 

 

エ 将来の大阪市職員数 

持続可能な確固たる行財政基盤の構築に向け、市政改革の計画期間にと

どまらない「将来の大阪市職員数」を算出（資料編参照） 

⇒ 交通局、水道局、病院局を除き 約 21,000 人 

総職員ベースで        約 29,800 人 

目  標 

ア  中期的な財政収支概算のベースとなる人件費削減額の取組 

 (ｱ) 職員数の削減 

  職員数の削減目標 

       5 年間で▲4,000 人を削減 （削減率 ▲10.2％） 

(ｲ) 給料等のカット 

人件費予算額（一般会計第一部） 

     平成 22 年度 2,362 億円  

⇒ 平成 27 年度 2,130 億円（削減率▲9.8％） 

 

イ さらなる削減に向けて 

(ｱ) 超過勤務手当 

長期的な目標としては平成 22 年度予算(75 億円〔一般会計第一部〕)

に対して半減をめざし、さらなる削減に取り組む。 

 (ｲ) 行政委員会委員の報酬額 

「大阪市特別職報酬等審議会」の意見に基づき、月額制から日額制へ

の見直しを行うため、平成 22 年度に条例改正を行う。 

(ｳ) 管理職ポスト数 

平成 22 年 4 月現在の係長級以上の管理職ポスト数 7,891 を

5 年間で 850 のポスト数削減を行う。 
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事項 3－⑦ 収入の確保に向けた検討 

趣旨・目的 
経済の活性化、事務事業の再構築等による税収改善に向けた中長期的な取組
とともに、当面、税外収入の確保に向けた取組をさらに強力に推進する。 

５年間の 
主な取組 

ア 広告料収入 
広告事業の拡充について 

Ａ 費用対効果の高い新たな広告事業の企画、実施 
      （多くの市民に利用される施設・場所における屋外広告等） 
  Ｂ  大阪市の広告媒体価値を高めていく管理運営 

Ｃ  推進体制の充実 
 
イ 不動産売却、資産の有効活用 

(ｱ) 土地売却代の確保について 
  Ａ 平成 22 年度以降順次：新たな処分検討地の追加（事業予定地の見

直し、施設の公用廃止26・再編整備等による余剰地の創出） 
Ｂ 平成 22 年度：まちづくりに資する未利用地(学校跡地等）について、

新たな売却手法の指針を策定し、売却を促進 
(ｲ) 資産の有効活用 

平成 22 年度以降適宜：売却が困難な用地等について、暫定的な利用
として、民間への貸付等による有効活用を図り、歳入を確保 
※ なお、市保有資産の全容が分かりやすいものとなるよう、平成 22

年度に土地・施設のデータベースを整理し、公表する。 
 
ウ 契約手法等の見直し 

駐車場、自動販売機・売店等について 
  競争性ある契約への転換の徹底などにより増収をはかる。 
 
エ 未収金対策 
 (ｱ) 新規発生未収額の縮減 
 (ｲ) 既存未収金の徴収向上 
  Ａ 支払い能力のある債務者に対する滞納処分27等の徹底 

Ｂ 費用対効果をふまえた納入環境の充実 
Ｃ 各所属における債権管理の責任体制の一元化 
Ｄ 重複滞納者に対する効果的・効率的な徴収 

  Ｅ 高額難件事例に対する全市的な徴収体制の構築 など 

目 標 

ア 広告料収入 
⇒目標効果額の設定 

イ 不動産売却、資産の有効活用 
  ⇒平成 22 年度：売却目標額の設定（平成 22～30 年度までの目標額と

して総額 1,300 億円＋α）、処分方針の策定 
ウ 契約手法等の見直し 

⇒増収目標額の設定 
エ 未収金対策 

(ｱ) 新規発生未収額の縮減 
  ⇒縮減目標額の設定 

(ｲ) 既存未収金の徴収向上 
⇒徴収目標額の設定 

 
26公用廃止：行政上の用途を廃止すること 
27滞納処分：国税、地方税等の税金が一定の納付期限までに納付されず、かつ督促等により納付を催告し

ても納付されない場合、徴収権者たる行政が、強制的に滞納者の財産を差し押さえたり、差押財産を換

価し滞納された税金に充当したりすることなど 
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第三 市政改革の推進に向けて 

 

「新・基本方針」は、「地域から市政を変える」観点から大阪市の地域社会全

体の仕組みを抜本的に再編していくことをめざしています。 

理念編で示した観点に留意し、具体的な取組を重ねながら、「新・基本方針」

の実現に着実に取り組みます。 

 

１ 地域の自発的・自律的な取組を促進する仕組みづくり 

(1) 地域の負担軽減 

   地域の負担の軽減を図るため、地域団体への協力依頼などの状況につい

て、区役所が中心となって現状と地域の意見等を把握し、局との調整を図

りながら地域等との事務事業の進め方を再構築します。 

 

(2) 地域活動に対する支援の再構築 

   地域活動の活性化に向けて、地域公共人材の充実、財政的・人的支援な

ど地域活動への支援の再構築を図ります。 

 

２ 協働の取組を着実に推進する区役所・市役所づくり 

(1) 市民の信頼を獲得できる体制づくり 

職員のコンプライアンス意識をいっそう高め、不祥事の根絶を図るとと

もに、区役所業務の特性を重視した人事異動の推進、地域担当職員の異動

期間や勤務時間の見直しなど、新たな市政改革を進めるために必要な人事

や勤務の制度のあり方の再構築に取り組みます。 

 

(2) 横断的な課題への対応 

局・区横断的な課題について、効果的かつ機動的に対応できるよう、具

体策の検討や総合調整を担う推進組織や、実働的なプロジェクトチーム等

を設置・活用します。 

 

(3) 職員の意識改革と組織風土づくりの推進 

職員一人ひとりが改革に積極的に取り組むよう、意識改革・組織風土づ

くりを推進します。このため、職員の意識や現状を把握し、職員意見を反

映するため、職員アンケートを定期的に実施します。 

また、職員の参加・対話を促進し、その中で出てきたアイデアを積極的

に活かすポジティブ・アプローチ手法等の活用や、｢ほめ、認める｣ことに

よって職員のやる気を引き出すため、目標達成が難しい課題にチャレンジ
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し創意工夫により成果を挙げた事業や、コーディネート等により事業費を

使わずに実施した事業などを評価し、顕彰・表彰する制度などを導入しま

す。 

 

(4) 事務事業の簡素化と標準化の推進 

市政改革をはじめ各種指針・計画やさまざまな取組等に関連した照会・

回答、人事・予算等に関する資料作成等が増加し、各局の事務負担が過重

となっており、事務事業の簡素化と標準化を推進します。また、市会対応

等についても、市会の理解を求めながら、改善を図ります。 

恒常的に繁忙な職場については、外部の視点も入れながら、事務事業の

運営の現状を点検分析し、その結果をもとに所要の見直しを進めます。 

 

(5) 不断の事務事業の点検・精査と施策・事業の再構築の推進 

不断の点検・精査に取り組み、社会経済環境に柔軟に対応し、施策・事

業の再構築を進めます。 

予算編成の着手に際し、全市的な「施策の選択と集中」の方針を明確に

し、それをふまえ各局・区での作業を進めるなど、予算編成と連動し、「施

策の選択と集中」を推進します。あわせて、柔軟な予算編成システムや事

業のコスト情報の開示など、財政運営の見直しを進めます。 

 

３ 推進の仕組みづくり 

(1) 施策・事業の再構築に向けた新たな仕組みの導入 

  より効果的な施策・事業の実施に向けて、局横断的な施策単位での事業

チェックの実施、一定年限を限った施策・事業の実施や休止、他分野への

シフトなどとそれに対する市民の評価を求める「政策試行」の導入、事業

量や経費の増加が避けられない場合に、施策単位での優先順位付けを促す

「上限設定」の導入などを図ります。 

  併せて、予算編成方式や会計・契約制度などについて検証し、必要に応

じて制度の再構築を検討します。 

 

(2) 市民意見を反映する仕組みづくり 

定期的な市民アンケートの実施や、（仮称）「区政会議」での議論などを

通じ、市民意見を改革の進捗管理に反映する仕組みをつくります。 

 

(3) 的確な進捗管理を実現する仕組みづくり 

   社会経済環境の変動と本市への影響等を的確に把握し、常に時代に即応
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した基本方針となるようバージョンアップするとともに、進捗管理を客観

的に進めるため、「市政改革検討委員会」を引き継ぐ外部委員会を設置しま

す。 

 

(4) より実効性のあるＰＤＣＡサイクルの構築 

市の方針や新たな市政改革の取組等をふまえた施策の選択と集中の取組

方向を一体的に示す、局・区運営方針を新たに策定します。 

局・区運営方針に基づき実施される改革の取組の進捗や目標達成状況に

ついて、局・区自ら、また、全市的な観点や外部の客観的な視点から、点

検評価を行い、必要な改善・見直しを行う、より実効性のあるＰＤＣＡサ

イクルを推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    
ア局・区の目標・使命、各年度の総括的な取組方針 

   ②「元気な大阪」実現に向け重点的に取り組む主な経営課題 
   ③持続可能な行財政基盤構築に向け、見直しを進める主な取組 

２ 局・区運営方針の策定 
◆全市的方針、予算編成との効果的な連動 
◆政策誘導型の方針策定プロセスの徹底 

施策重点化の課題 

従来の局経営方針・ 
区取組方針 

３ より効果的な評価手法の確立 
◆見出した課題を今後の施策の展開・発展に前向きに活用する、自律的なPDCAサイクルの確立 
◆作業負担の極力軽減  ◆評価内容を市民にわかりやすく情報発信 

４ 主体的・内発的な取組の促進 
◆職員自身の主体的なPDＣＡサイクル推進の意識醸成 
◆職員の参加・対話の促進⇒ポジティブ・アプローチ手法の活用 
◆組織・職員のやる気を引き出す⇒ベストプラクティス事業評価の実施 

１ 基本方向 
現行の局経営方針・区取組み方針と局長・区長改革マニフェストを統合し、各局・区での「施策の選択

と集中」の取組の全体像を示す方針として「局・区運営方針」を新たに策定し、この方針をもとに評価 

Ｐ

Ｄ 

Ｃ

Ａ

評価システムの再構築 

予算編成着手時に施策の選択 
と集中の全市的方針の明確化

従来の局長・ 区長改

革マニフェスト 

マネジメント改革・コンプライアンス改革 
ガバナンス改革

方針に基づく取組 

   前年度方針    今年度方針

自己評価 

内部評価 

外部評価
中間振り返り 

次年度運営方針（案）の策定 

新たに策定する局・区運営方針 

深化した政策推進ビジョン 
経済成長戦略 
新たな市政改革 
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資 料 

これまでの市政改革の進捗状況 関連 

 

●市政改革の取組について 

市政改革基本方針の成果（平成 18 年度～平成 22 年度予算） 

①マネジメント改革 

○経費の削減（平成 22 年度予算までの状況） 
 経常経費 投資的経費 特別会計繰出金 合計 

削減目標額 900 億円 1,100 億円 250 億円 2,250 億円

達成額 927 億円 1,502 億円 290 億円 2,719 億円

達成率 103％ 

 

人件費 544 億円

物件費 383 億円 137％ 116％ 121％

累計効果額 2,713 億円 4,812 億円 1,436 億円 8,961 億円

○事務事業の見直し 
■これまでに乗用公用車の見直し、文書逓送業務の民間委託化、指定管理者制度の導入などを実施 

■行政が行っている公共サービス等の必要性や実施方法等について、外部の視点から公開の場で議 

論し、「不要・民間実施・要改善・現行どおり」等に仕分けする事務事業仕分けを実施(平成 21

年2月、8月、平成22年8月) 

■地対財特法期限後の事業等の見直し（平成 18 年 11 月～平成 22 年３月） 

⇒人権文化ｾﾝﾀｰ・地域老人福祉ｾﾝﾀｰ・青少年会館を廃止、委託事業・補助金等の見直しなど 

○経費削減の取組（平成 20 年度とりまとめ ⇒ 平成 21・22 年度実施） 
■市政改革基本方針で掲げられた経費の削減、職員数の削減などの数値目標の達成をめざし

て、スピード感を緩めることなく各項目の取組を推進 

■真に必要な市民サービスの低下をきたさないよう「市民の目線」に立った取組を推進 

○事務事業総点検（平成 21 年 11 月中間とりまとめ） 
■当面の税収悪化に伴う財政収支不足に対応し、少子高齢化やグローバル化の進展など社会

経済環境の大きな変化を踏まえ、施策転換の時期に来ているとの認識のもと、新たな市政

改革につなげるため、全ての事務事業[3,174 事業]についてゼロベースから点検・精査 

○職員数の削減 目標▲約７,０００人超・職員数を３万人台に    ５ヵ年累計 

平成 17 年 10 月 平成 22 年４月 削減数（達成率） 

47,608 人 39,038 人 8,570 人（113％） 

■級別標準職務表の見直し、勤務実績に応じた昇給制度の導入等給与制度改革を実施（平成 

19 年 4 月実施） 

■管理職ポスト数の削減（係長級以上） 

平成 17 年 10 月  平成 22 年４月 削減数 

9,711 7,891 1,820 

○外郭団体等の改革 
■外郭団体等の削減 

これまでの取組実績                    現行計画（平成22年７月までの状況） 

 17年７月 22年７月 削減数  削減目標数 削減数

監理団体 45 21 監理団体 4 1 

関連団体 

146 

73 7 関連団体 2 3 
        

■外郭団体等への委託料削減（平成22年度予算までの状況） 

  削減目標額 削減額（達成率）  

監理団体 280 億円 551 億円（197%）
 

 

関連団体 61 億円 66 億円（108%）
※削減額は監理団体が６ｶ年累計 

関連団体が５ｶ年累計 
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②コンプライアンス改革 

○情報公開の徹底  
■情報公開推進のための指針の作成、公文書管理条例の制定、財務情報のﾃﾞｨｽｸﾛｰｼﾞｬｰ 

■情報公開室を設置し、市民が主役の「ガラス張り」の市政の実現に向け、情報公開を強力 

に推進 など 

○公正確保の仕組みづくり  
■職員等の公正な職務の執行の確保に関する条例（平成 18 年４月） 

⇒公益通報制度の導入、外部委員によるｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ委員会(公正職務審査委員会)の設置、 

内部統制体制の構築（内部監察） 

■団体との協議等のもち方に関する指針の策定(平成 18 年７月) 

⇒団体からの要望等への対応手順、協議等の公開、協議等の内容の公表方法などの標準化 

■職員の職務の執行に関する要望等の記録等に関する規則の制定（平成 18 年９月） 

⇒職員の職務執行に関する要望等の内容を記録し、対応方針とともに公表 

○組織管理の徹底 
■懲戒処分の指針の策定(平成 18 年４月) 

⇒職員の非違行為に対し、厳正に対処することで、服務規律の確保を図り、もって、市民の信頼 

に応えることを目的に策定。処分の厳正化を図るため、適宜、改定を実施 

■懲戒条例の改正など 

⇒悪質な非違行為に対して、より厳正に対処するため停職期間を最大１年まで延長（従

来は最大３ヶ月）（懲戒条例の改正）。退職後の退職手当の支給制限・返納制度の創設

（退職手当条例の改正）。（平成22年３月） 

⇒その他、停職処分を受けた職員の期末・勤勉手当の減額幅の拡大など組織管理を徹底 

⇒全市的な体制として｢服務規律確保プロジェクトチーム｣を立ち上げ、不祥事根絶に向

けた抜本的かつ具体的な方策を検討し｢不祥事根絶プログラム｣を策定(平成22年６月) 

③ガバナンス改革   

○経営体制の再構築 
■トップマネジメント機能の強化 ～ 政策会議の活用 

■政策テーマごとに局組織を再編成⇒｢こども青少年局｣､｢契約管財局｣の新設等(平成19年４月) 

 経営補佐部門の再編成⇒「政策企画室」「情報公開室」「市政改革室」の新設等（平成20年４月）

市民病院の地方公営企業法全部適用への移行 ⇒「病院局」の新設（平成21年４月） 

○区政改革 
■区政改革基本方針の策定(平成 19 年 3 月)⇒予算に関する区長権限の強化と区の独自財源の 

充実など、区の自律経営に向けた仕組みづくり 

■地域特性に応じた区の独自取組や市民協働による地域の課題解決に向けた取組を推進 

○労使関係の健全化 

■時間内組合活動の見直し ⇒ ｢ながら条例｣を改正し、準備行為を有給の組合活動から除外 

■労使交渉等に関するガイドライン策定、交渉内容の公開 

■「職員団体及び労働組合との交渉等に関するガイドライン」、「団体との協議等のもち方に 

関する指針」の遵守など、透明性や公平・公正を確保した市政運営を持続 

 


	221018　新・基本方針（実施編）



